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１. 1４年 ８月中間期の連結業績（平成 14年 2月 21日 ～ 平成 14年 8月 20日）

(1)連結経営成績 （単位：百万円未満切捨て）
　　　　営  業  収  益 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
14年 8月中間期 582,940 △ 1.3 26,120 10.3 24,745 11.2
13年 8月中間期 590,455 4.3 23,677 16.6 22,252 15.7
14年 2月期 1,181,219 45,193 41,980

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
14年 8月中間期 6,222 32.88 -
13年 8月中間期 △ 6,814 - △ 36.00 -
14年 2月期 △ 17,035 △ 90.00 -
(注)①持分法投資損益    14年 8月中間期 121 百万円   13年 8月中間期 77 百万円   14年 2月期 61 百万円
     ②期中平均株式数（連結）    14年 8月中間期 189,249,444株.   13年 8月中間期 189,293,815株.   14年2月期 189,282,999株.
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 8月中間期 902,054 203,198 22.5 1,073.83
13年 8月中間期 884,839 210,911 23.8 1,114.21
14年 2月期 881,716 197,981 22.5 1,046.02
     （注）期末発行済株式数（連結）    14年 8月中間期 189,227,578株.   13年 8月中間期 189,292,943株.   14年2月期 189,271,311株.

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 8月中間期 39,915 △ 21,153 △ 3,634 86,701
13年 8月中間期 44,091 △ 44,540 18,874 79,561
14年 2月期 75,748 △ 68,873 3,263 71,534

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  19　社   持分法適用非連結子会社数　1　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）    1 　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年 2月期の連結業績予想（ 平成 14年 2月 21日  ～  平成 15年 2月 20日 ）
　 　　　　  営 業 収 益 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 1,166,000 45,800 12,800
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）         67  円  62  銭

※上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であります。従いまして、実際の業績は様々な要因により、
   これらの業績予想とは異なることがありますことをご承知おき下さい。
   なお、上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の経営成績の ２.通期の予想を参照して下さい。
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１.企業集団の状況 
 
当企業集団の事業の系統図は次のとおりです。 
 

小 売 業 
  

 
  

  (専門店)        (総合小売業)   
       
  ㈱ さ が 美                            ＵＮＹ(ＨＫ)ＣＯ．，   
   店舗内出店の                     商品の供給             ＬＩＭＩＴＥＤ   
  ㈱ モ リ エ         賃貸等    
       
  ㈱ パ レ モ   
       
  ㈱ラフォックス         (総合小売業)   
                                                      
          他６社                                      土地の      ㈱  ユ ー ス ト ア    
   賃貸借    
     
   店舗内 (総合小売業)   （コンビニエンスストア）   
  （その他の小売業） 出店の   (持株会社)   
   賃貸 ユニー㈱ 事務所 ㈱シーアンドエス   
  ㈱ハーツ   賃貸 (事業会社)   
    （連結財務諸表提出会社）  サークルケイ・ジャパン㈱   
      ㈱サンクスアンドアソシエイツ   
      他１３社   

   
   

 

  
その他 

  
  クレジット業務        清掃・警備                 保険業務  
          の請負        保守の請負      店舗の賃貸     リース取引  

  (クレジット業)   (施設管理業)  (不動産賃貸業)  (保険代理業)  (ゴルフ場)   
             
  ㈱ユニーカード  ㈱サン総合  ㈱ユーライフ  ㈱ユニーサービス  青木ヶ原高原開発㈱   
        サービス  メンテナンス         
      東名クラウン開発㈱       
             
                                                                他２２社  
 
（注）上記図示のほか、㈱ユニーサービスはグループ各社と保険業務・リース取引を、㈱ユニーカードサービスはグループ 
各社とクレジット業務の請負を、㈱サン総合メンテナンスはグループ各社と施設管理業務の請負を行っています。 
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経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

ユニーグループは、総合小売店、コンビニエンスストア、各種専門店をチエーン展開する小売業者として、それぞれの店舗が存在する地
域社会のお客様に、快適なショッピングの場と、良質で価値ある商品とサービスを提供し、お客様の支持の基に中長期的な利益成長を遂げ、

株主の期待に応えてまいります。そのため、「買う身になって・・・」をモットーに、常に商品、立地、店舗機能を見直し、お客様へのサ

ービスレベルを高めるとともに、店舗のスクラップ＆ビルドを積極的に行い、経営資源の効率的な活用と収益性の確保に努めてまいります。 
 

２．利益配分に関する基本方針 

 配当については、将来の事業展開に備えるため、内部留保による財務体質の維持強化に配慮しながら、安定的な配当を継続していくこと
を基本方針としています。 

当期におきましては、中間配当金を普通配当金５円と特別配当金３円としました。年間配当金は、中間配当金の８円を含め、前期と同額

の１６円を予定しています。当期の内部留保金については、店舗新設等の設備投資に充当する予定です。今後とも効率的な資金配分につとめ、
財務体質の強化と業績の向上に全力で取り組んでまいります。 

 

３．グループの運営方針 
グループは月１度のグループ経営会議を持ち、各社の経営戦略について調整してまいりますが、資本政策、トップマネジメント人事のほ

かは、各社の自主独立責任経営を基本とします。 

また、グループ各社は、以下の運営方針のもと、利益を極大化することにより、それぞれの株主に貢献します。 
 ①現場、現実に立脚し、迅速な意志決定を行うため、風通しのよいフラットな組織運営を行います。 

 ②価格競争力を維持強化するため、ローコスト経営を行います。 

 ③お客様、株主、従業員に対し透明性の高い経営を目指します。 
 

４．経営課題及び経営戦略 

＜総合小売業（ユニー㈱、㈱ユーストア等）＞ 
①オーバーストアによる競合激化の中で収益力を維持するために、店舗のスクラップ＆ビルドをさらに進めてまいります。 

②個店、個店の収益力を上げるために、部門構成、店内組織、店内作業を見直します。さらに、賃金制度、人事制度を見直し、人的生産

性を向上してまいります。 
③商品面では、ｅ－プライスなど自主開発商品を拡大し、売上総利益率を改善します。 

さらに、衣料、住関については、海外商品の増加に対応し、備蓄、物流機能を再構築し、住関、食品の共配等により物流コストを削減

してまいります。 

 
＜コンビニエンスストア（㈱シーアンドエス、サークルケイ・ジャパン㈱、㈱サンクスアンドアソシエイツ）＞ 

 ①サークルケイ・ジャパン㈱と㈱サンクスアンドアソシエイツは平成１３年７月１日に発足した持株会社、㈱シーアンドエスのも

と一定の独自性を保ち、互いに競争しながら、一方で両社の事業規模をベースにマーケティング活動、情報システムの開発、ｅ
－ビジネスなどを集中することにより統合効果を出してまいります。 

 ②安定的に良質な店舗を出店し、成長力を維持します。 

 ③平均日商５５万円を目標に、加盟店指導力及び商品開発力を強化します。 
 

＜専門店（㈱さが美、㈱パレモ、㈱モリエ等）＞ 

 ①店舗のスクラップ＆ビルドとローコスト経営により収益力を高めます。 
 ②㈱さが美においては、「お客様第一主義」をスローガンとして、接客販売、顧客の組織化、顧客満足度を追求した商品開発により、顧

客対応力を強化します。 

 ③㈱パレモは、企業基盤の強化を目指し、ディスティネーションストアを創造します。 
 

＜その他（㈱ユニーカードサービス等）＞ 

①㈱ユニーカードサービスにおいては積極的な会員募集を行い、早期に３００万人体制にします。 
②㈱ユニーサービス、㈱サン総合メンテナンス、㈱ユーライフは、ユニーグループ内のサービス会社として、グループ各社のコス

ト削減に協力しつつ、グループ外への事業拡大を目指します。 
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経 営 成 績 

. 

１．当期の概況 

 

（１）営業収益 

 

  セグメント別営業収益                   （単位：百万円） 

 当中間期 前中間期 

 営業収益 構成比 営業収益 構成比 
前期比 

      ％      ％     ％ 
総合小売業  451,234  77.4  461,164  78.1  97.8 
コンビニエンスストア    80,956  13.9    78,658  13.3 102.9 
専門店    46,844   8.0    46,721   7.9 100.3 

その他    14,149   2.4    13,814   2.3 102.4 

消去又は全社  ( 10,244)  (1.7)   ( 9,902)  (1.6) 103.5 

    計   582,940 100.0   590,455 100.0  98.7 

 

 連結営業収益は、前中間期比１.３％減の５８２,９４０百万円で、内、売上高は１.９％減、営業収入は３.０％増となりました。 

 

セグメント別の総合小売業の営業収益は、２.２％減の４５１，２３４百万円となりました。ユニー㈱においては、前中間期以降２店舗を開 

店し４店舗を閉店しました。既設店売上高は雇用・所得環境の厳しさから４.７％の減少となり、営業収入も１.１％減であったことから営業収 

益は３.３％減となりました。また、㈱ユーストアは前中間期以降２店舗を開店し既設店売上高も０.３％増でありました。 

 

コンビニエンスストアの営業収益は、既存店売上高が客単価減により、サークルケイ・ジャパン㈱、㈱サンクスアンドアソシエイツそれぞれ 

２.６％減、２.４％減となりましたが、前中間期以降店舗数はエリアフランチャイズを除きそれぞれ１２７店舗、９２店舗増加し、結果、営業 

収益は２.９％増の８０，９５６百万円となりました。 

 

 専門店では、㈱さが美、㈱モリエにおいては既設店売上高がそれぞれ２.６％減、４.６％減となりましたが、㈱パレモでは既設店売上高が 

２.０％増加し、また積極的なスクラップ＆ビルドにより店舗数が７店舗増えたことにより増収となりました。結果、このセグメントの営業収 

益は０．３％増の４６，８４４百万円となりました。 

 

その他では、㈱ユニーカードサービスで会員数が前中間期比３９万人増加し１４０万人となり営業基盤を拡大しました。また新規の金融商 

品等の収入増により、このセグメントでは営業収益は２．４％増の１４，１４９百万円となりました。 
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（２）利益 

 

  セグメント別営業利益                       （単位：百万円） 

 当中間期 前中間期 

 営業利益 構成比 営業利益 構成比 
前期比 

      ％      ％      ％ 
総合小売業     9,876  37.8     7,342  31.0  134.5 
コンビニエンスストア    14,176  54.3    14,582  61.6   97.2 
専門店     1,312   5.0     1,127   4.8  116.4 
その他       755    2.9       624    2.6  120.9 
消去又は全社         -      -         -      -      - 

    計    26,120  100.0    23,677  100.0  110.3 

 

営業総利益は、前中間期比０．７％増の２０７，３８２百万円となりました。これは、売上高は１.９％減ではありましたが、商品荒利 

益率が総合小売業の衣料品・住居関連品の荒利益率改善にリードされて、前中間期比０．３％改善し、２５.８％になったことやコンビニ 

エンスストアでのロイヤリティー収入が順調に伸び、営業収入が前中間期比３.０％増加したことによりもたらされました。 

 販売費及び一般管理費は前中間期比０．６％減の１８１,２６１百万円になりました。その結果、営業利益は１０．３％増の 

２６,１２０百万円となり、営業収益比営業利益率は前中間期より０．５％改善して４．５％となりました。 

 

セグメント別の総合小売業の営業利益では、売上高は減少しましたが商品荒利益率が改善し、経費を削減したことにより、前中間期比 

３４．５％増の９，８７６百万円になり、連結営業利益に占める総合小売業の構成比は、３１．０％から３７．８％に高まりました。一 

方、コンビニエンスストアにおいては、営業収益は２．９％増となりましたが地代家賃の増加等により、営業利益は２．８％減の  

１４，１７６百万円となりました。専門店では、㈱さが美は経費削減、㈱パレモは売上増加によりそれぞれ増益となり、このセグメント 

の営業利益は１６．４％増の１，３１２百万円となりました。その他では、会員数が増加した㈱ユニーカードサービスの貢献によりこの 

セグメントの営業利益を２０．９％増の７５５百万円に引き上げました。 

 

支払利息等営業外費用が６.９％減少したことにより経常利益は営業利益の増益率１０．３％を上回る１１．２％増の２４，７４５百万 

円になり、営業収益比経常利益率は前中間期の３.８％から４.２％へ上昇しました。 

 

特別利益には貸倒引当金戻入額２５９百万円、前期損益修正益１３０百万円を含んでいます。特別損失としては、前中間期の退職給付 

引当金繰入額２４，６４８百万円の発生がなくなりました。一方、ユニー㈱を中心とした店舗閉鎖に伴う損失が拡大し、固定資産処分損 

として２,２０９百万円、店舗閉鎖損６５５百万円を計上しました。また、早期退職者退職金として５８７百万円計上しています。 

 

税金等調整前中間純利益は、前中間期が退職給付引当金繰入により赤字であったのに対し当中間期は２０，２０８百万円となりました。

税効果会計の適用により法人税の戻しを１，４７１百万円計上しました。また、少数株主帰属利益は前中間期比４９．２％増の 

４，７２４百万円になりました。 

 

 以上の結果、前中間期が中間純損失６，８１４百万円であったのに対し、当中間期は中間純利益６，２２２百万円となりました。 

 

（３）キャッシュ・フロー 

当中間期の現金及び現金同等物の期末残高は、前期末残高に比べ１５，１６６百万円増加し８６，７０１百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益２０，２０８百万円、減価償却費１４，９２５百万円、仕入債務の増 

加９，３５５百万円、法人税等の支払額１４，２７８百万円などにより、前中間期比４，１７６百万円減の３９，９１５百万円の収入と 

なりました。前中間期比収入が減ったのは主に法人税等の支払額が増加したことによります。当中間期の仕入債務の増加についてはコン 

ビニエンスストアの仕入債務が、支払日が銀行休日にあたっていたため一部繰り延べられていたことが主たる要因であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出の減少を主な要因として前中間期より支出が２３，３８７百万 

円減少し、２１，１５３百万円の支出となりました。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間期の１８，８７４百万円の収入から３，６３４百万円の支出に転換しました。また、期 

中に社債を１３，０００百万円償還し、コマーシャルペーパーを同額増加させています。 

 

２．通期の予想 

 

下期も景気低迷が予想され、小売業にとって厳しい状況が続くことが予想されます。総合小売業の既設店売上高については、ユニー㈱、 

㈱ユーストアそれぞれ通期４．４％減、０．７％減（上期は、ユニー㈱４．７％減、㈱ユーストア０．３％増）を見込んでいます。人件 

費や諸経費の削減と商品荒利益率のさらなる改善、不採算店舗の閉鎖にも積極的に取り組んでまいります。コンビニエンスストアでは統 

合効果を発揮し、合同商談・合同キャンペーン等により商品値入率の改善や新規サービスを開発し、店舗においては競争力のある新店開 

発やリロケート等により収益力を高めていきます。専門店でも、既設店の売上増は期待できませんので、店舗の積極的なスクラップ＆ビ 

ルドや新業態の推進などで利益率を高めていきます。㈱ユニーカードサービスは、新規サービスの導入によりカード会員を現在の１４０ 

万人から１７０万人に拡大してまいります。 

 

このような状況のもと、通期の営業収益は前期比１．３％減の１，１６６，０００百万円、経常利益は９．１％増の４５，８００百万 

円、当期純利益は１２，８００百万円を予想しています。
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中間連結貸借対照表 
  前連結会計年度末の要約 

  連結貸借対照表 
  

前中間連結会計期間末 
（平成１３年８月２０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１４年８月２０日） 

（平成１４年２月２０日） 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 区 分 
番号 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） 

(資産の部)        
Ⅰ流動資産        
1 現金及び預金 ※1 67,214  72,122  60,116  
2 受取手形及び売掛金 ※1 27,624  28,848  27,777  
3 有価証券  17,063  15,805  16,625  
4 たな卸資産  61,652  57,039  60,565  
5 繰延税金資産  3,772  4,593  4,793  
6 その他  43,129  53,276  45,959  
7 貸倒引当金  △1,438  △1,540  △1,758  

流動資産合計  219,019 24.8 230,145 25.5 214,078 24.3 
        
Ⅱ固定資産        
(1)有形固定資産 ※2       
1 建物及び構築物 ※1 198,988  202,633  200,125  
2 器具及び備品  17,182  15,055  15,744  
3 土地 ※1 149,078  157,338  155,690  
4 建設仮勘定  5,221  3,868  3,401  
5 その他  7,095  7,009  6,908  

有形固定資産合計  377,566  385,905  381,869  
(2)無形固定資産        
1 借地権  9,663  9,833  9,577  
2 連結調整勘定  26,187  24,787  25,439  
3 その他  16,475  14,984  16,318  

無形固定資産合計  52,326  49,605  51,336  
(3)投資その他の資産        
1 投資有価証券 ※1 29,902  26,904  24,693  
2 長期貸付金  3,249  3,529  3,331  
3 繰延税金資産  11,548  25,981  24,852  

    4 再評価に係る 
繰延税金資産  

― 
 

1,344 
 

1,346 
 

5 長期差入保証金  177,347  163,861  166,293  
6 その他  17,405  18,783  17,785  
7 貸倒引当金  △3,569  △4,005  △3,887  

投資その他の資産合計  235,884  236,398  234,415  
固定資産合計  665,778 75.2 671,909 74.5 667,621 75.7 

        
Ⅲ繰延資産        
1 社債発行差金  41  －  16  

繰延資産合計  41 0.0 － － 16 0.0 
資産合計  884,839 100.0 902,054 100.0 881,716 100.0 
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  前連結会計年度末の要約 
  連結貸借対照表 
  

前中間連結会計期間末 
（平成１３年８月２０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１４年８月２０日） 

（平成１４年２月２０日） 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 区 分 
番号 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） 

(負債の部)        
Ⅰ流動負債        
1 支払手形及び買掛金  121,937  124,033  114,635  
2 短期借入金 ※1 27,065  20,820  25,005  
3 1 年内償還予定社債  13,000  15,000  18,000  
4 1 年内返済予定長期借入金 ※1 4,832  6,707  8,737  
5 コマーシャルペーパー  57,000  44,000  31,000  
6 未払金  20,150  23,748  20,294  
7 未払法人税等  9,287  9,928  13,472  
8 賞与引当金  4,892  4,777  4,458  
9 その他  50,607  52,427  51,514  
流動負債合計  308,772 34.9 301,442 33.4 287,118 32.6 

        
Ⅱ固定負債        
1 社債  55,000  40,000  50,000  
2 長期借入金 ※1 108,036  124,384  119,465  
3 繰延税金負債  41  18  23  
4 退職給付引当金  30,150  57,488  56,040  
5 役員退職慰労引当金  1,240  1,054  1,311  
6 預り保証金  67,706  67,625  67,061  
7 その他  71  376  141  
固定負債合計  262,246 29.6 290,947 32.3 294,043 33.3 
負債合計  571,019 64.5 592,389 65.7 581,161 65.9 

        
(少数株主持分)        
Ⅰ少数株主持分  102,908  106,466  102,572  
少数株主持分合計  102,908 11.6 106,466 11.8 102,572 11.6 

        
(資本の部)        
Ⅰ資本金  10,129 1.2 10,129 1.1 10,129 1.2 
Ⅱ資本剰余金  49,485 5.6 49,485 5.5 49,485 5.6 
Ⅲ利益剰余金  148,502 16.8 141,420 15.7 136,765 15.5 
Ⅳ土地再評価差額金  ― ― △1,010 △0.1 △1,011 △0.1 
Ⅴその他有価証券評価差額金  3,880 0.4 3,661 0.4 3,296 0.4 
Ⅵ為替換算調整勘定  △1,082 △0.1 △401 △0.1 △654 △0.1 
Ⅶ自己株式  △3 △0.0 △85 △0.0 △29 △0.0 
資本合計  210,911 23.9 203,198 22.5 197,981 22.5 
負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 884,839 100.0 902,054 100.0 881,716 100.0 
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中間連結損益計算書 
  前連結会計年度の要約 

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

連結損益計算書 

  （自平成 13 年 2 月 21 日 （自平成 14 年 2 月 21 日 （自平成 13 年 2 月 21 日 

  至平成 13 年 8 月 20 日） 至平成 14 年 8 月 20 日） 至平成 14 年 2 月 20 日） 

注記 百分比 百分比 百分比 
区 分 

番号 

金 額 

（百万円） （％） 

金 額 

（百万円） （％） 

金 額 

（百万円） （％） 
Ⅰ売上高   515,751 100.0  505,961 100.0  1,034,951 100.0 
Ⅱ売上原価   384,477 74.5  375,557 74.2  769,613 74.4 

売上総利益   131,273 25.5  130,403 25.8  265､338 25.6 

Ⅲ営業収入           

1 不動産賃貸収入  17,616   17,962   35,323   
2 手数料収入  57,088 74,704 14.5 59,015 76,978 15.2 110,944 146,267 14.2 

営業総利益   205,978 40.0  207,382 41.0  411,606 39.8 
Ⅳ販売費及び 
一般管理費 

          

1 貸倒引当金繰入額  461   406   1,005   

2 従業員給料手当  51,761   50,377   103,400   

3 賞与引当金繰入額  4,892   4,777   4,458   
4 退職給付引当金 
繰入額 

 3,490   4,604   7,419   

5 役員退職慰労 
引当金繰入額 

 170   89   254   

6 賃借料  37,678   38,831   76,695   

7 減価償却費  15,345   14,925   31,457   

8 その他  68,501 182,301 35.4 67,249 181,261 35.8 141,720 366,412 35.4 

営業利益   23,677 4.6  26,120 5.2  45,193 4.4 
Ⅴ営業外収益           

1 受取利息  397   297   839   

2 受取配当金  130   142   186   
3 持分法による 
投資利益 

 77   121   61   

4 その他  961 1,566 0.3 846 1,408 0.3 2,050 3,138 0.3 

Ⅵ営業外費用           

1 支払利息  1,856   1,802   3,760   

2 解約損害金  366   166   1,206   
3 その他  768 2,990 0.6 814 2,783 0.6 1,384 6,351 0.6 

経常利益   22,252 4.3  24,745 4.9  41,980 4.1 

Ⅶ特別利益           

1 固定資産売却益  59   31   166   
2 投資有価証券 
売却益 

 ―   77   128   

3 貸倒引当金戻入額  ―   259   17   

4 前期損益修正益  371   130   371   

5 その他  55 486 0.1 3 503 0.1 46 730 0.1 

Ⅷ特別損失           
1 固定資産処分損  997   2,209   3,661   

2 店舗閉鎖損  5   655   104   
3 投資有価証券 
評価損 

 72   493   4,085   

4 貸倒引当金繰入額  1,205   ―   1,359   
5 退職給付引当金 
繰入額 

 24,648   ―   49,296   

6 早期退職者退職金  ―   587   ―   

7 その他  1,194 28,122 5.4 1,094 5,040 1.0 2,019 60,528 5.9 
税金等調整前 
中間純利益 

  ―   20,208 4.0  ―  

税金等調整前 
中間(当期)純損失 

  △5,383 △1.0  ―   △17,818 △1.7 
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   前連結会計年度の要約 

   
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

連結損益計算書 

   （自平成 13 年 2 月 21 日 （自平成 14 年 2 月 21 日 （自平成 13 年 2 月 21 日 

   至平成 13 年 8 月 20 日）  至平成 14 年 8 月 20 日） 至平成 14 年 2 月 20 日） 

注記 百分比 百分比 百分比 
区 分 

番号 

金 額 

（百万円） （％） 

金 額 

（百万円） （％） 

金 額 

（百万円） （％） 
法人税、住民税及び 
事業税 

 9,455   10,733   19,492   

法人税等調整額  △11,192 △1,736 △0.3 △1,471 9,261 1.8 △24,857 △5,364 △0.5 

少数株主帰属利益   3,167 0.6  4,724 1.0  4,582 0.4 

中間純利益   ― ―  6,222 1.2  ― ― 
中間（当期）純損失   △6,814 △1.3  ― ―  △17,035 △1.6 
           
 
 

中間連結剰余金計算書 
   前連結会計年度の連結 

   
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

剰余金計算書 

   (自平成 13 年 2 月 21 日 (自平成 14 年 2 月 21 日 (自平成 13 年 2 月 21 日 

   至平成13年 8月20日） 至平成14年 8月20日） 至平成14年 2月20日） 

注記 金額 金額 金額 
区 分 

番号 （百万円） （百万円） （百万円） 

（資本剰余金の部）        
Ⅰ資本剰余金期首残高   49,485  49,485  49,485 

    Ⅱ資本剰余金中間期末 
(期末)残高   

49,485 
 
49,485 

 
49,485 

        
（利益剰余金の部）        
Ⅰ利益剰余金期首残高   176,002  136,765  176,002 
        
Ⅱ利益剰余金増加高        
中間純利益   ―  6,222  ― 

        
Ⅲ利益剰余金減少高        
1 連結子会社の株式交換に 
伴う剰余金減少高 

 19,077  ―  19,077  

2 配当金  1,514  1,514  3,028  
3 役員賞与  93  51  93  
4 土地再評価差額金取崩に 
伴う剰余金減少高  ―  1  ―  

5 中間(当期)純損失  6,814 27,499 ― 1,567 17,035 39,236 

Ⅳ利益剰余金中間期末 
(期末)残高   148,502  141,420  136,765 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
    前連結会計年度の要約 
  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 連結キャッシュ・ 
    フロー計算書 
  (自 平成13年 2 月21日 (自 平成 14 年 2 月 21 日 (自 平成13年 2 月21日 
  至 平成13 年 8 月20日) 至 平成 14 年 8 月 20 日) 至 平成14 年 2 月20日) 

注記 金額 金額 金額 
区 分 

番号 （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー        
1 税金等調整前中間純利益  ―  ２０，２０８  ―  
2 税金等調整前中間(当期) 純損失  △５，３８３  ―  △１７，８１８  

3 減価償却費  １５，３４５  １４，９２５  ３１，４５７  

4 連結調整勘定償却  ７４８  ７５８  １，４９６  

5 貸倒引当金の増減額  １，６６８  △１００  ２，３０６  

6 退職給付引当金の増減額  ２５，９４６  １，４４７  ５１，８３７  

7 受取利息及び受取配当金  △５２７  △４４０  △１，０２６  

8 支払利息  １，８５６  １，８０２  ３，７６０  

9 持分法投資損益  △７７  △１２１  △６１  

10 固定資産処分損  ９９７  ２，２０９  ３，６６１  

11 売上債権の増減額  △１，３０１  △１，０４２  △１，４５４  

12 たな卸資産の増減額  ２，７５１  ３，６９７  ３，８３９  

13 仕入債務の増減額  △９３１  ９，３５５  △８，２３３  

14 未払金の増減額  ５４  ２，９０６  △１，０２６  

15 役員賞与の支払額  △１７３  △１０９  △１７３  

16 その他  ９，９６０  △１７  ２１，３１７  

小   計  ５０，９３５  ５５，４７８  ８９，８８３  
17 利息及び配当金の受取額  ５２４  ４４８  ９５８  

18 利息の支払額  △１，８７３  △１，７３２  △３，７４８  

19 法人税等の支払額  △５，４９５  △１４，２７８  △１１，３４５  
営業活動によるキャッシュ・フロー  ４４，０９１  ３９，９１５  ７５，７４８  
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー        

1有形固定資産の取得による支出  △４１，０２２  △１５，５１３  △５４，０９８  

2有形固定資産の売却による収入  ４２０  ８０６  ７５３  

3 差入保証金支出  △４，６８０  △４，７９１  △８，７４０  

4 差入保証金回収収入  ２，７９３  ２，１１０  ４，７５８  

5 新規連結子会社の取得による支出  ―  △４４９  ―  

6 定期預金の預入による支出  △２，１５５  △２０７  △３，３４６  

7 定期預金の払戻による収入  ２，２３３  ３，３６７  ３，３４６  

8 その他  △２，１２９  △６，４７７  △１１，５４６  
投資活動によるキャッシュ・フロー  △４４，５４０  △２１，１５３  △６８，８７３  
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー        

1 短期借入金の純増減額  △２，２０５  △４，１８５  △４，２６４  

2コマーシャル･ペーパー純増減額  ２６，０００  １３，０００  ―  

3 長期借入れによる収入  ８，４５０  ７，０００  ３７，０１７  

4長期借入金の返済による支出  △１０，３１６  △３，７９１  △２３，５４９  

5 社債の償還による支出  ―  △１３，０００  ―  

6 預り保証金の純増減額  △６９６  △８９  △１，０７４  

7 配当金の支払額  △１，５１４  △１，５１４  △３，０２８  

8少数株主への配当金の支払額  △７４５  △８４５  △１，５２３  

9 その他  △９８  △２０８  △３１４  
財務活動によるキャッシュ・フロー  １８，８７４  △３，６３４  ３，２６３  
Ⅳ現金及び現金同等物に係る 

換算差額 

 
１０ 
 

３９ 
 

２７３ 
 

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額  １８，４３６  １５，１６６  １０，４１０  
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  ５９，９８９  ７１，５３４  ５９，９８９  
Ⅶ新規連結子会社の 

現金及び現金同等物の期首残高 

 
１，１３４ 

 ―  １，１３４ 
 

Ⅷ現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 

 ７９，５６１  ８６，７０１  ７１，５３４  
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 
 至 平成 13 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 2 月 20 日） 
1.連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 
関する事項 含めたのは、次の 20 社である。 含めたのは、次の 19 社である。 含めたのは、次の18 社である。 
 株式会社 さが美 株式会社 さが美 株式会社 さが美 
 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 
 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 
 株式会社 ハーツ 株式会社 ハーツ 株式会社 ハーツ 
 株式会社 シーアンドエス 株式会社 シーアンドエス 株式会社 シーアンドエス 
 サークルケイ・ジャパン株式会社 サークルケイ・ジャパン株式会社 サークルケイ・ジャパン株式会社 
 株式会社 サンクスアンドアソシエイツ 株式会社 サンクスアンドアソシエイツ 株式会社 サンクスアンドアソシエイツ 

 株式会社 モリエ 株式会社 モリエ 株式会社 モリエ 
 株式会社 パレモ 株式会社 パレモ 株式会社 パレモ 
 株式会社 てるてる UNY(HK)CO.,LIMITED UNY(HK)CO.,LIMITED 
 UNY(HK)CO.,LIMITED 株式会社 ラフォックス 株式会社 ラフォックス 
 株式会社 ラフォックス 株式会社 ユニーカードサービス 株式会社 ユニーカードサービス 
 株式会社 ユニーカードサービス 株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 サン総合メンテナンス 
 株式会社 あかり 東名クラウン開発株式会社 東名クラウン開発株式会社 
 株式会社 サン総合メンテナンス 青木ヶ原高原開発株式会社 青木ヶ原高原開発株式会社 
 東名クラウン開発株式会社 株式会社 九州さが美 株式会社 九州さが美 
 青木ヶ原高原開発株式会社 株式会社 東京和裁 株式会社 東京和裁 
 株式会社 九州さが美 株式会社 匠美 株式会社 匠美 
 株式会社 東京和裁 株式会社 エス・ジー・リテイリング  
 株式会社 匠美   
    
 株式会社シーアンドエスは、 株式会社エス・ジー・リテイ 株式会社シーアンドエスは、 
 サークルケイ・ジャパン株式会 リングは、新たに株式を購入し サークルケイ・ジャパン株式会 
 社が社名を変更したものであ 子会社となったため、当中間連 社が社名を変更したものであ 
 る。 結会計期間より連結の範囲に る。 
 また、株式会社シーアンドエ 含めた。 また、株式会社シーアンドエ 
 スは会社分割によりサークル  スは会社分割によりサークル 
 ケイ・ジャパン株式会社を設立  ケイ・ジャパン株式会社を設立 
 した。  した。 
 サークルケイ・ジャパン株式  サークルケイ・ジャパン株式 
 会社は重要性が高く、従来、持  会社は重要性が高く、従来、持 
 分法適用子会社であった東名  分法適用子会社であった東名 
 クラウン開発株式会社は、重要  クラウン開発株式会社は、重要 
 性が増加したため、当中間連結  性が増加したため、当連結会計 
 会計期間より連結の範囲に含  年度より連結の範囲に含めた。 
 めた。   また、株式会社てるてる及び 
   株式会社あかりは、会社清算に 
   より当連結会計年度より連結の 
   範囲から除外した。 
    
    
 連結の範囲から除外した子 連結の範囲から除外した子 連結の範囲から除外した子 
 会社は、株式会社ユニーサービ 会社は、株式会社ユニーサービ 会社は、株式会社ユニーサービ 
 スほか１６社であるが、これら スほか１６社であるが、これら スほか１６社であるが、これら 
 の非連結子会社はいずれも小 の非連結子会社はいずれも小 の非連結子会社はいずれも小 
 規模であり、総資産、売上高、 規模であり、総資産、売上高、 規模であり、総資産、売上高、 
 持分に見合う中間純損益及び 持分に見合う中間純利益及び 持分に見合う当期純損益及び 
 持分に見合う剰余金の合計額 持分に見合う利益剰余金の合 持分に見合う剰余金の合計額 
 は、いずれも中間連結財務諸表 計額は、いずれも中間連結財務 は、いずれも連結財務諸表に 
 に重要な影響を及ぼしていな 諸表に重要な影響を及ぼして 重要な影響を及ぼしていない。 
 い。 いない。  
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 
 至 平成 13 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 2 月 20 日） 
2.持分法の適用 非連結子会社１７社及び関 非連結子会社１７社及び関 非連結子会社１７社及び関 
に関する事項 連会社２２社のうち非連結子 連会社２１社のうち非連結子 連会社２３社のうち非連結子 
 会社である株式会社ユニーサ 会社である株式会社ユニーサ 会社である株式会社ユニーサ 
 ービス及び関連会社である株 ービス及び関連会社である株 ービス及び関連会社である株 
 式会社センダントジャパンに 式会社センダントジャパンに 式会社センダントジャパンに 

 対する投資について、持分法を 対する投資について、持分法を 対する投資について、持分法を 
 適用している。 適用している。 適用している。 
    
 持分法を適用していない会社は 持分法を適用していない会社は 持分法を適用していない会社は 
 非連結子会社株式会社東京イ 非連結子会社株式会社東京イ 非連結子会社株式会社東京イ 
 ンセンスほか１５社及び関連 ンセンスほか１５社及び関連 ンセンスほか１５社及び関連 
 会社２１社であり、これら３７ 会社２０社であり、これら３６ 会社２２社であり、これら３８ 
 社の持分に見合う中間純利益 社の持分に見合う中間純利益 社の持分に見合う当期純損益 
 及び持分に見合う剰余金の合 及び持分に見合う利益剰余金 及び持分に見合う剰余金の合 
 計は少額であり、中間連結財務 の合計は少額であり、中間連結 計は少額であり、連結財務諸表 
 諸表に重要な影響を及ぼして 財務諸表に重要な影響を及ぼ に重要な影響を及ぼしていな 
 いない。 していない。 い。 
    

3.連結子会社の 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 

(中間)決算日等 ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 

に関する事項 の中間決算日は５月３１日、株  の中間決算日は５月３１日、株  の決算日は１１月３０日、株式 

 式会社シーアンドエス、サーク 式会社シーアンドエス、サーク 会社シーアンドエス、サークル 

 ルケイ・ジャパン株式会社、株 ルケイ・ジャパン株式会社、株 ケイ・ジャパン株式会社、株式 

 式会社サンクスアンドアソシ 式会社サンクスアンドアソシ 会社サンクスアンドアソシエ 
 エイツ、株式会社ユニーカード エイツ、株式会社ユニーカード イツ、株式会社ユニーカードサ 
 サービス及び青木ヶ原高原開 サービス及び青木ヶ原高原開 ービス及び青木ヶ原高原開発 
 発株式会社の中間決算日は、８  発株式会社の中間決算日は、８  株式会社の決算日は、２月末日 
 月３１日であり、中間連結財務 月３１日であり、中間連結財務 であり、連結財務諸表の作成に 
 諸表の作成に当たっては、各連 諸表の作成に当たっては、各連 当たっては、各連結子会社の決 
 結子会社の中間決算日の中間 結子会社の中間決算日の中間 算日の決算財務諸表を使用し 
 財務諸表を使用している。 財務諸表を使用している。 ている。 
 ６社については、中間連結決 ６社については、中間連結決 ６社については、連結決 
 算日との間に生じた連結会社 算日との間に生じた連結会社 算日との間に生じた連結会社 
 間取引につき、連結上必要な調 間取引につき、連結上必要な調 間取引につき、連結上必要な調 
 整を行っている。 整を行っている。 整を行っている。 
    

4.会計処理基準    

に関する事項    

(1)重要な資産 有価証券 有価証券 有価証券 

の評価基準 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

及び評価方法 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 ････中間決算日の市場価 ････同  左 ････決算日の市場価格等 
 格等に基づく時価法  に基づく時価法(評価 
 (評価差額は全部資本  差額は全部資本直入 
 直入法により処理し、  法により処理し、売却 
 売却原価は移動平均  原価は移動平均法に 
 法により算定してい  より算定している。) 
 る。)   
    
 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 
 ････移動平均法による ････同  左 ････同  左 
 原価法   
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 

 至 平成 13 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 2 月 20 日） 

 たな卸資産････販売用不動産 たな卸資産････同  左 たな卸資産････同  左 

 及び一部宝石については   

 個別法による原価法、その   

 他の商品について売価還   

 元法による原価法、貯蔵品   

 については、最終仕入原価   

 法を採用している。   

    

(2)重要な減価 有形固定資産の減価償却の方法 有形固定資産の減価償却の方法 有形固定資産の減価償却の方法 

償却資産の ････国内連結会社は、定率法を ････同  左 ････同  左 

減価償却の 採用している。   

方法 但し、平成１０年４月１日   

 以降取得の建物（建物附属   

 設備は除く。)については   

 定額法を採用している。   

 また、取得価額が１０万   

 円以上２０万円未満の資   

 産については、３年均等償   

 却を実施している。   

 在外連結子会社は、定額   

 法を採用している。   

    

 無形固定資産の減価償却の方法 無形固定資産の減価償却の方法 無形固定資産の減価償却の方法 

 ････定額法を採用している。 ････同  左 ････同  左 

 なお、自社利用のソフト   

 ウェアについては、社内に   

 おける見込利用可能期間（    

 ５年）に基づく定額法を採   

 用している。   

    

(3)重要な引当 貸倒引当金････債権の貸倒れ 貸倒引当金････同  左 貸倒引当金････同  左 

金の計上基 による損失に備えるため   

準 一般債権については貸倒   

 実績率により、貸倒懸念債   

 権等特定の債権について   

 は個別に回収可能性を検   

 討し、回収不能見込額を計   

 上している。   

    

 賞与引当金････従業員の賞与 賞与引当金････同  左 賞与引当金････同  左 

 の支払に備えるため、主に   

 支給見込額のうち期間対   

 応額を計上している。   

    

 退職給付引当金････従業員の 退職給付引当金････従業員の 退職給付引当金････従業員の 

 退職給付に備えるため、当  退職給付に備えるため、当  退職給付に備えるため、当  

 連結会計年度末における 連結会計年度末における 連結会計年度末における 

 退職給付債務及び年金資 退職給付債務及び年金資 退職給付債務及び年金資 

 産の見込額に基づき、当中 産の見込額に基づき、当中 産の見込額に基づき、計上 

 間連結会計期間末におい 間連結会計期間末におい している。 

 て発生していると認めら て発生していると認めら なお、会計基準変更時 

 れる額を計上している。 れる額を計上している。 差異（４９，２９６百万円 

 なお、会計基準変更時 過去勤務債務は、その発 ）については、全額費用計 

 差異（４９，２９６百万円 生時の従業員の平均残存 上している。 

 ）については、２分の１を 勤務期間以内の一定の年 過去勤務債務は、その発 



―15― 

 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 

 至 平成 13 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 2 月 20 日） 

 費用処理している。 数（１０年）による定額法 生時の従業員の平均残存 

  により費用処理している。 勤務期間以内の一定の年 

  数理計算上の差異は、そ 数（１０年）による定額法 

  の発生時の従業員の平均 により費用処理すること 

  残存勤務期間以内の一定 としている。 

  の年数（８年～１０年）に 数理計算上の差異は、そ 

  よる定額法により翌連結 の発生時の従業員の平均 

  会計年度から費用処理し 残存勤務期間以内の一定 

  ている。 の年数（８年～１０年）に 

   よる定額法により翌連結 

   会計年度から費用処理 

   することとしている。 

    

 役員退職慰労引当金････役員 役員退職慰労引当金････役員 役員退職慰労引当金････役員 

 の退職慰労金の支払に備 の退職慰労金の支払に備 の退職慰労金の支払に備 

 えるため、親会社及び連結 えるため、親会社及び連結 えるため、親会社及び連結 

 子会社１８社については、 子会社１６社については、 子会社１６社については、 

 内規に基づく中間期末要 内規に基づく中間期末要 内規に基づく期末要支払 

 支払額を計上している。 支払額を計上している。 額を計上している。 

    

（4）重要なリー リース物件の所有権が借主 同  左 同  左 

ス取引の処 に移転すると認められるもの   

理方法 以外のファイナンス・リース   

 取引については、通常の賃貸借   

 取引に係る方法に準じた会計   

 処理によっている。   

    

（5）重要なヘッ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

ジ会計の方 原則として繰延ヘッジ処 同  左 同  左 

法 理によっている。なお、振当   

 処理の要件を満たしている   

 為替予約及び通貨オプショ   

 ンについては振当処理によ   

  り、また、特例処理の要件を   

 満たしている金利スワップ   

 及びび金利キャップについ   

 ては、特例処理によってい   

 る。   

    

 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間連結会計期間にヘ 同  左 当連結会計年度にヘッジ 

 ッジ会計を適用したヘッジ  会計を適用したヘッジ手段 

 手段とヘッジ対象は以下の  とヘッジ対象は以下のとお 

 とおりである。  りである。 

 ａ.ヘッジ手段････  ａ.ヘッジ手段････ 

 為替予約・通貨オプション  為替予約・通貨オプション 

 ヘッジ対象････  ヘッジ対象････ 

 商品輸入による外貨建買  商品輸入による外貨建買 

 入債務取引  入債務取引 

 ｂ.ヘッジ手段････  ｂ.ヘッジ手段････ 

 金利スワップ・金利キャップ  金利スワップ・金利キャップ 

 ヘッジ対象････  ヘッジ対象････ 

 借入金  借入金 
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 

 至 平成 13 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 8 月 20 日） 至 平成 14 年 2 月 20 日） 

 ヘッジ方針 ヘッジ方針 ヘッジ方針 

 将来の為替相場の変動に 同  左 同  左 

 よる損失を回避する目的で、   

 為替予約取引及び通貨オプ   

 ション取引を利用している。   

 また、将来の金利変動によ   

 る損失を回避する目的で、金   

 利スワップ取引及び金利キ   

 ャップ取引を利用している。   

    

 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動と 同  左 同  左 

 ヘッジ手段の相場変動を半   

 期ごとに比較し、両者の変動   

 額等を基礎にしてヘッジ有   

 効性を評価している。ただし   

 、特例処理によっている金利   

 スワップ及び金利キャップ   

 については、有効性の評価を   

 省略している。   

    
（6）消費税等の 税抜き方式を採用している。 同  左 同  左 
処理方法    
    
5.中間連結キャ 中間連結キャッシュ・フロー 同  左 連結キャッシュ・フロー計算 
ッシュ・フロ 計算書における資金（現金及び  書における資金（現金及び現金 
ー計算書（連 現金同等物）は、手許現金、随  同等物）は、手許現金、随時引 
結キャッシュ 時引き出し可能な預金及び容  き出し可能な預金及び容易に 
・フロー計算 易に換金可能であり、かつ、価  換金可能であり、かつ、価値の 
書）における 値の変動について僅少なリス  変動について僅少なリスクし 
資金の範囲 クしか負わない取得日から３  か負わない取得日から３ヶ月 
 ヶ月以内に満期の到来する短  以内に満期の到来する短期投 
 期投資からなる。  資からなる。 
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（追加情報） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 
 至 平成 13 年 8 月 20 日）  至 平成 14 年 8 月 20 日）  至 平成 14 年 2 月 20 日） 

（退職給付会計）  （退職給付会計） 
当中間連結会計期間から退職給付    当連結会計年度から退職給付に係 

に係る会計基準（「退職給付に係る    る会計基準（「退職給付に係る会計基 
会計基準の設定に関する意見書」（企  準の設定に関する意見書」（企業会計 
業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））  審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適 
を適用している。この結果、従来の  用している。この結果、従来の方法 
方法によった場合と比較して、営業  によった場合と比較して、営業利益 
利益及び経常利益は１，２２１百万  及び経常利益は２，５７５百万円少 
円少なく、税金等調整前中間純損失  なく、税金等調整前当期純損失は５ 
は２５，８５９百万円多く計上され  １，８６９百万円多く計上されてい 
ている。 なお、セグメント情報に  る。 
与える影響は（セグメント情報）に  また、従来の退職給与引当金につ 
記載している。  いては、退職給付引当金に含めて表 
  示している。 
   なお、セグメント情報に与える影 
  響は（セグメント情報）に記載して 
  いる。 
   
（金融商品会計）  （金融商品会計） 
当中間連結会計期間から金融商品    当連結会計年度から金融商品に係 

に係る会計基準（「金融商品に係る    る会計基準（「金融商品に係る会計基 
会計基準の設定に関する意見書」（企  準の設定に関する意見書」（企業会計 
業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））  審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適 
を適用し、有価証券及びゴルフ会員  用し、有価証券及びゴルフ会員権の 
権の評価の方法、貸倒引当金の計上  評価方法、貸倒引当金の計上基準に 
基準について変更している。この結  ついて変更している。この結果、従 
果、従来の方法によった場合と比較  来の方法によった場合と比較して、 
して、経常利益は６７４百万円多く、  経常利益は２３２百万円、税金等調 
税金等調整前中間純損失は３５８百  整前当期純損失は１５９百万円それ 
万円少なく計上されている。  ぞれ多く計上されている。 
また、期首時点で保有する有価証  また、期首時点で保有する有価証 
券の保有目的を検討し、その他有価  券の保有目的を検討し、その他有価 
証券に含まれている債券のうち１年  証券に含まれている債券のうち１年 
内に満期の到来するものは流動資産  内に満期の到来するものは流動資産 
の有価証券として、それら以外は投  の有価証券として、それら以外は投 
資有価証券として表示している。  資有価証券として表示している。そ 
その結果、流動資産の有価証券は  の結果、流動資産の有価証券は３， 
３，４０２百万円減少し、投資有価  ４０２百万円減少し、投資有価証券 
証券は同額増加している。  は同額増加している。 
   
（外貨建取引等会計基準）  （外貨建取引等会計基準） 
当中間連結会計期間から改訂後の     当連結会計年度から改訂後の外貨 

外貨建取引等会計処理基準（「外貨    建取引等会計処理基準（「外貨建取引 
建取引等会計処理基準の改訂に関す  等会計処理基準の改訂に関する意見 
る意見書」（企業会計審議会平成11  書」（企業会計審議会平成 11 年 10 月 
年 10 月 22 日））を適用している。  22 日））を適用している。 
これによる損益への影響はない。  これによる損益への影響はない。 
なお、前連結会計年度において「資  なお、前連結会計年度において「資 
産の部」に計上していた為替換算調  産の部」に計上していた為替換算調 
整勘定は、中間連結財務諸表規則の  整勘定は、連結財務諸表規則の改正 
改正により、「資本の部」に含めて  により、「資本の部」に含めて計上 
計上している。  している。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 
 至 平成 13 年 8 月 20 日）  至 平成 14 年 8 月 20 日）  至 平成 14 年 2 月 20 日） 

 （中間連結貸借対照表）  
   当中間連結会計期間より、「中間連    

   結財務諸表の用語、様式及び作成方    
 法に関する規則の一部を改正する内  
 閣府令（平成１４年３月２６日内閣  
 府令第１２号）」附則第２項ただし書  
 きに基づき、資本の部は、資本金、  
 資本剰余金、利益剰余金及びその他  
 の科目によって表示している。また、  
 前中間連結会計期間末及び前連結会  
 計年度末においても改正後の表示区  
 分に組替えて表示している。  
   
 （中間連結剰余金計算書）  
   当中間連結会計期間より、「中間連    

   結財務諸表の用語、様式及び作成方    
 法に関する規則の一部を改正する内  
 閣府令（平成１４年３月２６日内閣  
 府令第１２号）」附則第２項ただし書  
 きに基づき、資本剰余金の部及び利  
 益剰余金の部に区分して表示してい  
 る。また前中間連結会計期間及び前  
 連結会計年度についても改正後の表  
 示区分に組替えて表示している。  
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
（平成 13 年 8 月 20 日） （平成 14 年 8 月 20 日） （平成 14 年 2 月 20 日） 

※1 このうち下記のとおり借入金 ※1 このうち下記のとおり借入金 ※1 このうち下記のとおり借入金 
等の担保に供している。 等の担保に供している。 等の担保に供している。 
 預金 2 百万円  売掛金 6,577 百万円  預金 2 百万円 
 売掛金 5,813 百万円  建物、構築物  売掛金 6,098 百万円 

 建物、構築物  （期末簿価） 
10,674 百万円 

 建物、構築物 
 （期末簿価） 

12,505 百万円 
 土地 5,261 百万円  （期末簿価） 

11,224 百万円 

 土地 7,147 百万円  投資有価証券 658 百万円  土地 5,261 百万円 

 投資有価証券 556 百万円  計 23,172 百万円  投資有価証券 724 百万円 
 計 26,025 百万円     計 23,310 百万円 
   
（対応債務） （対応債務） （対応債務） 
 短期借入金 1,432 百万円  短期借入金 900 百万円  短期借入金 1,532 百万円 
 長期借入金(1 年内  長期借入金(1 年内  長期借入金(1 年内 
 返済予定分を含む) 

18,636 百万円 
 返済予定分を含む) 

16,636 百万円 
 返済予定分を含む) 

17,370 百万円 

 計 20,068 百万円  計 17,536 百万円  計 18,902 百万円 
   
※2 有形固定資産の減価償却累計 ※2 有形固定資産の減価償却累計 ※2 有形固定資産の減価償却累計 
額は 213,139 百万円である。 額は 226,485 百万円である。 額は 221,807 百万円である。 
   
3 偶発債務 3 偶発債務 3 偶発債務 
金融機関等からの借入金に対し、債 金融機関等からの借入金に対し、債 金融機関等からの借入金に対し、債 
務保証を行っている。 務保証を行っている。 務保証を行っている。 
 コンビニエンス  コンビニエンス  コンビニエンス 
 ストア加盟店 3,872 百万円  ストア加盟店 4,245 百万円  ストア加盟店 4,230 百万円 

 サークルケイ四国㈱ 303 百万円  サークルケイ四国㈱ 488 百万円  サークルケイ四国㈱ 335 百万円 
 ㈱足利モール 445 百万円  ㈱足利モール 335 百万円  ㈱足利モール 390 百万円 
 UIF(NETHERLANDS) (1,700 千米ﾄﾞﾙ)  ときめきﾄﾞｯﾄｺﾑ㈱ 200 百万円  UIF(NETHERLANDS) (1,620 千米ﾄﾞﾙ) 
 B.V. 204 百万円  UIF(NETHERLANDS) (1,600 千米ﾄﾞﾙ)  B.V. 215 百万円 

 ㈱ｳｨｽﾞｸﾘｴｰｼｮﾝ 71 百万円  B.V. 189 百万円  ときめきﾄﾞｯﾄｺﾑ㈱ 150 百万円 
 従業員 54 百万円  ㈱ｳｨｽﾞｸﾘｴｰｼｮﾝ 123 百万円  ㈱ｳｨｽﾞｸﾘｴｰｼｮﾝ 129 百万円 
 ㈱ｾﾝﾀﾞﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 46 百万円  ㈱ｽﾀｲﾙﾃﾞｻﾞｲﾅｰ 94 百万円  ㈱ｾﾝﾀﾞﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 90 百万円 
 ㈱ｽﾀｲﾙﾃﾞｻﾞｲﾅｰ 22 百万円  ㈱ｾﾝﾀﾞﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 82 百万円  従業員 43 百万円 
 計 5,020 百万円  ｻﾝｸｽ青森㈱ 59 百万円  ｻﾝｸｽ青森㈱ 42 百万円 
    従業員 32 百万円  ㈱ｽﾀｲﾙﾃﾞｻﾞｲﾅｰ 10 百万円 
    計 5,850 百万円  計 5,637 百万円 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 
  至 平成 13 年 8 月 20 日）   至 平成 14 年 8 月 20 日）   至 平成 14 年 2 月 20 日） 

現金及び現金同等物の中間期末残 現金及び現金同等物の中間期末残 現金及び現金同等物の期末残高と 
高と中間連結貸借対照表に掲記され 高と中間連結貸借対照表に掲記され 連結貸借対照表に掲記されている科 
ている科目の金額との関係 ている科目の金額との関係 目の金額との関係 
（平成 13 年 8 月 20 日現在） （平成 14 年 8 月 20 日現在） （平成 14 年 2 月 20 日現在） 

 現金及び預金勘定 67,214百万円   現金及び預金勘定 72,122百万円   現金及び預金勘定 60,116百万円  
      

 
預入期間が3ヶ月 
を超える定期預金 

△3,625百万円   
預入期間が3ヶ月 

を超える定期預金 
△543百万円   

預入期間が3ヶ月 

を超える定期預金 
△3,703百万円  

 中期国債ファンド 50百万円   中期国債ファンド 120百万円   中期国債ファンド 120百万円  
 ＭＭＦ等 15,921百万円   ＭＭＦ等 15,002百万円   ＭＭＦ等 15,001百万円  

 現金及び   現金及び   現金及び  

 現金同等物 
79,561百万円 

  現金同等物 
86,701百万円 

  現金同等物 
71,534百万円 

 
   

 
（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 
 至 平成 13 年 8 月 20 日）  至 平成 14 年 8 月 20 日）  至 平成 14 年 2 月 20 日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転 1.リース物件の所有権が借主に移転 1.リース物件の所有権が借主に移転 
すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ 
イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 
   
①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 
減価償却累計額相当額及び中間 減価償却累計額相当額及び中間 減価償却累計額相当額及び 
期末残高相当額 期末残高相当額 期末残高相当額 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  減 価 中 間    減 価 中 間     減 価  

  償 却 期 末    償 却 期 末     償 却  

  累計額 残 高    累計額 残 高      累計額  
  

取 得 

価 額 

相当額 
相当額 相当額    

取 得 

価 額 

相当額 
相当額 相当額     

取 得 

価 額 

相当額 
相当額 

期 末 

残 高 

相当額 
 

 器具      器具      器具     
 及び 47,855 18,785 29,070   及び 54,602 23,712 30,889   及び 52,762 21,790 30,972  
 備品      備品      備品     

 その他 3,307 560 2,747   その他 4,050 921 3,128   その他 3,948 758 3,190  

 合計 51,163 19,345 31,817   合計 58,652 24,634 34,018   合計 56,711 22,549 34,162  
   
②未経過リース料中間期末残高相
当額 

②未経過リース料中間期末残高相
当額 

②未経過リース料期末残高相当額 

 1 年内 8,692 百万円   1 年内 9,846 百万円   1 年内 9,417 百万円  
 1 年超 23,761 百万円   1 年超 24,918 百万円   1 年超 25,421 百万円  

 合 計 32,453 百万円   合 計 34,765 百万円   合 計 34,839 百万円  
   
③支払リース料、減価償却費相当 ③支払リース料、減価償却費相当 ③支払リース料、減価償却費相当 
額及び支払利息相当額 額及び支払利息相当額 額及び支払利息相当額 

 支払リース料 4,970 百万円   支払リース料 5,464 百万円   支払リース料 10,252 百万円  
 減価償却費   減価償却費   減価償却費  
 相当額 

4,583 百万円 
  相当額 

5,065 百万円 
  相当額 

9,458 百万円 
 

 支払利息   支払利息   支払利息  

 相当額 
444 百万円 

  相当額 
470 百万円 

  相当額 
909 百万円 

 
   
④減価償却費相当額の算定方法は ④減価償却費相当額の算定方法は ④減価償却費相当額の算定方法は 
リース期間を耐用年数とし、残 リース期間を耐用年数とし、残 リース期間を耐用年数とし、残 
存価額を零とする定額法によっ 存価額を零とする定額法によっ 存価額を零とする定額法によっ 
ている。 ている。 ている。 
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 13 年 2 月 21 日 （自 平成 14 年 2 月 21 日 （自 平成 13 年 2 月 21 日 
 至 平成 13 年 8 月 20 日）  至 平成 14 年 8 月 20 日）  至 平成 14 年 2 月 20 日） 

⑤利息相当額の算定方法は、リー ⑤利息相当額の算定方法は、リー ⑤利息相当額の算定方法は、リー 
ス料総額とリース物件の取得価 ス料総額とリース物件の取得価 ス料総額とリース物件の取得価 
額相当額の差額を利息相当額と 額相当額の差額を利息相当額と 額相当額の差額を利息相当額と 
し、各期への配分方法について し、各期への配分方法について し、各期への配分方法について 
は、利息法によっている。 は、利息法によっている。 は、利息法によっている。 

   
2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 
る未経過リース料 る未経過リース料 る未経過リース料 
 1 年内 20,450 百万円   1 年内 18,225 百万円   1 年内 19,275 百万円  
 1 年超 212,749 百万円   1 年超 182,348 百万円   1 年超 192,281 百万円  
 合 計 233,199 百万円   合 計 200,573 百万円   合 計 211,556 百万円  
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（有価証券関係） 
有価証券 

Ⅰ前中間連結会計期間末（平成 13 年 8 月 20 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 
   取得原価  中間連結貸借対照表計上額  差  額  

 (1)株式  13,507 百万円   21,275 百万円   7,767 百万円   
 (2)債券           
 国債・地方債等  500 百万円   503 百万円   3 百万円   
 社債  3,308 百万円   3,162 百万円   △145 百万円   
 (3)その他  101 百万円   56 百万円   △44 百万円   
 合 計  17,418 百万円   24,997 百万円   7,579 百万円   
          
 
２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,930 百万円  
 中期国債ファンド 50 百万円  
 ＭＭＦ等 15,921 百万円  
 外国ＣＤ 624 百万円  
 
 
Ⅱ当中間連結会計期間末（平成 14 年 8 月 20 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 
   取得原価  中間連結貸借対照表計上額  差  額  
 (1)株式  10,136 百万円   17,481 百万円   7,344 百万円   
 (2)債券           
 国債・地方債等  200 百万円   200 百万円   △ 0 百万円   
 社債  4,569 百万円   4,511 百万円   △58 百万円   
 (3)その他  48 百万円   46 百万円   △ 1 百万円   

 合 計  14,954 百万円   22,239 百万円   7,284 百万円   
 
２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,648 百万円  
 中期国債ファンド 120 百万円  
 ＭＭＦ等 15,002 百万円  
 外国ＣＤ 658 百万円  
    
 
３．当中間連結会計期間において、その他有価証券について152 百万円、子会社及び関連会社株式について 
  341 百万円の減損処理を行っている。 
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Ⅲ前連結会計年度末（平成 14 年 2 月 20 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 
   取得原価  連結貸借対照表計上額  差  額  

 (1)株式  10,022 百万円   16,602 百万円   6,579 百万円   
 (2)債券           
 国債・地方債等  400 百万円   447 百万円   47 百万円   
 社債  3,659 百万円   3,425 百万円   △233 百万円   
 その他  100 百万円   100 百万円   0 百万円   
 (3)その他  48 百万円   48 百万円  ―   

 合 計  14,230 百万円   20,624 百万円  

 

6,393 百万円   
 
 
２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,773 百万円  
 中期国債ファンド 120 百万円  
 ＭＭＦ等 15,001 百万円  
 外国ＣＤ 724 百万円  
 
３．当連結会計年度において、その他有価証券について3,737 百万円、子会社及び関連会社株式について 
348 百万円の減損処理を行っている。 

 
 
 
 

（デリバティブ取引） 
当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用していない 
ので、該当事項はない。 
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（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 
 
前中間連結会計期間（自 平成 13 年２月 21 日 至 平成 13 年 8 月 20 日） 

 コンビニエ 

 
総合小売業 

ンスストア 
専門店 その他 計 

消去又は 
全社 

連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益        
営業収益        
(1)外部顧客に対する 
営業収益 

459,136 78,658 46,694 5,966 590,455 ― 590,455 

(2)セグメント間の        
内部営業収益又は 2,027 ― 27 7,847 9,902 (9,902) ― 
振替高        

計 461,164 78,658 46,721 13,814 600,358 (9,902) 590,455 

営業費用 453,822 64,075 45,593 13,189 576,681 (9,902) 566,778 
営業利益 7,342 14,582 1,127 624 23,677 ― 23,677 

 
 
 
当中間連結会計期間（自 平成 14 年２月 21 日 至 平成 14 年 8 月 20 日） 

 コンビニエ 

 
総合小売業 

ンスストア 
専門店 その他 計 

消去又は 
全社 

連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益        
営業収益        
(1)外部顧客に対する 
営業収益 

449,265 80,956 46,842 5,875 582,940 ― 582,940 

(2)セグメント間の        
内部営業収益又は 1,968 ― 1 8,274 10,244 (10,244) ― 
振替高        

計 451,234 80,956 46,844 14,149 593,184 (10,244) 582,940 
営業費用 441,357 66,779 45,532 13,394 567,064 (10,244) 556,819 

営業利益 9,876 14,176 1,312 755 26,120 ― 26,120 
 
 
 
前連結会計年度（自 平成 13 年２月 21 日 至 平成 14 年 2 月 20 日） 

 コンビニエ 
 

総合小売業 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全社 

連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益        
営業収益        
(1)外部顧客に対する 

営業収益 
922,561 153,889 93,762 11,005 1,181,219 ― 1,181,219 

(2)セグメント間の        
内部営業収益又は 4,142 ― 1 16,283 20,427 (20,427) ― 
振替高        
計 926,703 153,889 93,764 27,288 1,201,646 (20,427) 1,181,219 

営業費用 908,524 130,091 91,638 26,258 1,156,513 (20,488) 1,136,025 
営業利益 18,179 23,797 2,125 1,030 45,132 60 45,193 
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（注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 
２．各事業区分の主要な内容 

 ・総合小売業 ･････衣料品、住居関連品、食料品等の小売業 
 ・コンビニエンス ･････フランチャイズシステムを主とするコンビニエンスストア事業 
  ストア  
 ・専門店 ･････呉服、婦人服、紳士服等の専門小売業 
 ・その他 ･････クレジットの取扱業務、警備・清掃・保守業務、不動産事業等 

３．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 
４．追加情報 
（前中間連結会計期間） 
退職給付会計 
（追加情報）に記載のとおり、当中間連結会計期間より退職給付に係る会計基準を適用している。 
これに伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、総合小売業が 
９８３百万円、専門店が１９０百万円、その他が４７百万円増加し、それぞれ営業利益が減少してい 
る。 

 
（当中間連結会計期間） 
該当事項なし。 
 
 

 
（前連結会計年度） 
退職給付会計 
（追加情報）に記載のとおり、当連結会計年度より退職給付に係る会計基準を適用している。 
これに伴い、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営業費用は、総合小売業が 
２，１０６百万円、専門店が３７０百万円、その他が９８百万円増加し、それぞれ営業利益が減少し 
ている。 
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２．所在地別セグメント情報 
前中間連結会計期間（自 平成 13 年 2 月 21 日 至 平成 13 年 8 月 20 日） 
全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 
記載を省略している。 
 
 
当中間連結会計期間（自 平成 14 年 2 月 21 日 至 平成 14 年 8 月 20 日） 
全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 
記載を省略している。 
 
 
前連結会計年度（自 平成 13 年 2 月 21 日 至 平成 14 年 2 月 20 日） 
全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 
記載を省略している。 
 
 
 
３．海外売上高 
前中間連結会計期間（自 平成 13 年 2 月 21 日 至 平成 13 年 8 月 20 日） 
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
 
当中間連結会計期間（自 平成 14 年 2 月 21 日 至 平成 14 年 8 月 20 日） 
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
 
前連結会計年度（自 平成 13 年 2 月 21 日 至 平成 14 年 2 月 20 日） 
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
 
 
 

（１株当たり情報） 
項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 １，１１４円２１銭 １，０７３円８３銭 １，０４６円０２銭 
    
１株当たり中間純利益 ― ３２円８８銭 ― 
１株当たり中間（当期）純損失 △３６円００銭 ― △９０円００銭 
    

（注）潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の金額については、親会社の新株予約権付社債等潜在株式が 
ないため記載していない。 
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商 品 別 売 上 状 況 

 

当中間期(14.2.21～14.8.20)                                                  (単位：百万円未満切捨) 

    セグメント別(その他、相殺消去除く) 

 売上高 構成比 前年比 総合小売業 ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 専門店 

    売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 

       ％     ％      ％      ％     ％ 

婦人衣料   40,445    8.0  99.0    24,644   95.8    －  －   15,802 104.4 
子供衣料    14,025    2.8 93.6    14,025   93.7    －  －    －  － 
紳士衣料    16,837    3.3  94.3    15,729   94.4    －  －     1,108 100.0 
洋品雑貨    28,902    5.7 104.6    20,215  109.9    －  －     8,687  94.0 

呉服・肌着類    33,280    6.6  88.5    16,706   81.7    －  －   16,566 96.7 

衣料品小計   133,491   27.4  96.1    91,322   94.9    －  －    42,164 98.7 

住居関連品    27,424    5.4 100.4    26,286  101.0    －  －     1,137 88.3 
日用雑貨    64,138   12.7 92.6    56,124   92.1    5,692  96.6    －  － 

住関品小計    91,563   18.1 94.8    82,411   94.7     5,692  96.6     1,137 88.3 

生鮮食品   146,785    29.0 98.6   146,776   98.6    －  －    －  － 
加工食品   122,025   24.1 101.6   106,637  102.1    15,331  98.5    －  － 

食料品小計   268,810   53.1  99.9   253,413  100.0    15,331  98.5    －  － 

その他    12,096    2.4 107.7     6,438   91.8     2,612 127.5     3,083 137.8 

商 
 
品 
 
売 
 
上 
 
高 

     計   505,961  100.0  98.1   443,585  100.0    23,636 100.5    46,385 100.3 

   

 

 

前中間期(13.2.21～13.8.20)                                                  (単位：百万円未満切捨) 

    セグメント別(その他、相殺消去除く) 

 売上高 構成比 前年比 総合小売業 ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 専門店 
    売上高 前年比 売上高 前年比 売上高 前年比 

       ％     ％      ％      ％     ％ 

婦人衣料   40,855    7.9  96.6    25,713  95.3    －  －   15,141  93.3 
子供衣料    14,987    2.9 101.0    14,965 102.1    －  －        22   2.9 
紳士衣料    17,858    3.5  98.1    16,664  93.5    －  －     1,193  68.7 
洋品雑貨    27,637    5.3 103.5    18,387  98.3    －  －     9,245 115.5 

呉服・肌着類    37,600    7.3  98.5    20,459 103.4    －  －   17,129  93.3 

衣料品小計   138,938   26.9  99.1    96,189  98.2    －  －    42,733  94.7 

住居関連品    27,322    5.3 108.7    26,033 108.8    －  －     1,288 106.3 
日用雑貨    69,284   13.4 104.4    60,949 100.9    5,893 103.5       －  － 

住関品小計    96,607   18.7 105.6    86,983 103.2     5,893 103.5     1,288 105.7 

生鮮食品   148,927    28.9 105.5   148,912 105.5      －   －       －   － 
加工食品   120,049   23.3 105.8   104,425 105.8    15,568 106.8       －  － 

食料品小計   268,976   52.2 105.6   253,337 105.6    15,568 106.8       －  － 

その他    11,228    2.2  90.9     7,012  76.2     2,048 109.8     2,237 125.5 

 
 
 
商 
 
品 
 
売 
 
上 
 
高 

計   515,751  100.0 103.4   443,523 102.8    23,509 106.2    46,259  96.2 

(注)商品分類については、一部見直しをしております。 
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 平成１４年１０月１５日 
 
 

ユニー㈱平成１５年２月期 中間決算参考資料 
 
 

１．上半期の業績 
 平成１５年２月期中間 前 期 比 対前年中間期増減率 
営 業 収 益 
営業総利益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

３７１，７３９百万円 
 ９９，５６７百万円 
  ７，４９２百万円 
  ７，８９２百万円 
  ３，０２２百万円 

▲１２，５０２百万円 
 ▲１，７４６百万円 
 ＋２，０２５百万円 
 ＋３，０３６百万円 
＋１１，３４８百万円 

   ▲３．３％ 
   ▲１．７％ 
  ＋３７．１％ 
  ＋６２．５％ 
    ― 

※中間期における営業収益の過去最高は、384,242 百万円（平成 14 年 2 月期中間）です 
※中間期における過去最高利益は、営業利益 8,207百万円（平成元年 2 月期中間）、 
                経常利益 8,476百万円（平成 3 年 2 月期中間）、 
                当期利益 4,623百万円（平成 3 年 2 月期中間）です 
 
①新増設店および閉店店舗 

平成１４年度上半期  
店 名 所 在 地 開閉店日 直営面積 

平成１３年度
上半期 

新設店舗 アピタ浜北店 
アピタ岡崎北店 

静岡県浜北市 
愛知県岡崎市 

14.3.20 
14. 7. 5 

12,297㎡ 
10,744㎡ 

ありません 

閉店店舗 ユニー大田川店 
ユニー橋本店 

愛知県東海市 
神奈川県相模原市 

14.8.18 
14.8.18 

8,856㎡ 
7,765㎡ 

ありません 

※中間期末店舗数は、前年中間期末に比べ２店減の１５８店舗です 
 
②売上伸長率 
 

平成１４年度上半期  
３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 上期計 

平成 13 
年  度 
上期計 

衣料品 既設店 
全 店 

95.6％ 
95.4％ 

93.8％ 
98.7％ 

91.5％ 
90.5％ 

93.5％ 
94.3％ 

85.0％ 
88.5％ 

100.2% 
99.2% 

92.9％ 
94.3％ 

91.2％ 
101.8％ 

住関品 既設店 
全 店 

88.8％ 
89.1％ 

91.8％ 
97.0％ 

93.2％ 
92.1％ 

93.5％ 
94.7％ 

89.0％ 
92.8％ 

98.1% 
97.7％ 

92.4％ 
94.0％ 

91.0％ 
105.8％ 

食 品 既設店 
全 店 

96.7％ 
95.1％ 

95.0％ 
101.0％ 

97.1％ 
96.5％ 

98.0％ 
98.2％ 

98.4％ 
100.8％ 

99.3％ 
101.8％ 

97.4％ 
98.9％ 

94.8％ 
105.5％ 

直営計 既設店 
全 店 

94.8％ 
93.9％ 

94.0％ 
99.5％ 

94.9％ 
94.1％ 

95.9％ 
96.5％ 

92.9％ 
95.9％ 

99.2％ 
100.4％ 

95.3％ 
96.8％ 

93.1％ 
104.4％ 

※前年割れ既設店舗     １２８店／１５６店（前中間期１２６店／１３７店） 
 ＜タイプ別既設店伸長率＞アピタタイプ       ９６．３％（前中間期 94.9％） 
             ユニー・サンテラス    ９３．２％（同  上 91.2%） 
             ユーホーム       １０６．６％（同  上 105.9%） 
             生活創庫         ９２．１％（同  上 78.5％） 
 
③客数・客単価の状況（既設店） 
 平成１４年度上半期 平成１３年度上半期 
買い上げ客数 
客 単 価 

   ９７．４％ 
   ９８．３％ 

   ９５．３％ 
   ９６．８％ 
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④荒利率 
 平成１４年度上半期 平成１３年度上半期 増   減 
衣 料 品    ３５．６％    ３４．５％  ＋１．１％ 
住 関 品    ２５．２％    ２４．４％  ＋０．８％ 
食 品    １８．７％    １８．４％  ＋０．３％ 
直 営 計    ２３．７％    ２３．４％  ＋０．３％ 
 
⑤商品回転日数（期中平均在庫売価） 
 平成１４年度上半期 平成１３年度上半期 増   減 
衣 料 品    ５９．１日    ６０．８日  ▲１．７日 
住 関 品    ６１．１日    ６３．３日  ▲２．２日 
食 品     ４．２日     ４．２日    ±０日 
直 営 計    ２８．２日    ２９．８日 ▲１．６日 
 
⑥ロス率（売価修正ロス＋品減りロス） 
 平成１４年度上半期 平成１３年度上半期 増   減 
衣 料 品    １５．７％    １５．５％  ＋０．２％ 
住 関 品     ７．５％     ７．１％  ＋０．４％ 
食 品     ０．７％     ０．５％  ＋０．２％ 
直 営 計     ５．５％     ５．４％  ＋０．１％ 
 
⑦販管費の主な項目 
 平成１４年度上半期 平成１３年度上半期 増   減 
人 件 費 
広 告 費 
改 装 費 
賃 借 料 
減 価 償 却 費 

４３，１１５百万円 
 ６，８１９百万円 
   ５４３百万円 
１３，０３９百万円 
 ８，０６９百万円 

４４，６０７百万円 
 ７，０６６百万円 
   ２６５百万円 
１４，２３２百万円 
 ８，４９５百万円 

▲１，４９２百万円 
  ▲２４７百万円 
  ＋２７８百万円 
▲１，１９３百万円 
  ▲４２６百万円 

販 管 費 計 ９２，０７４百万円 ９５，８４７百万円 ▲３，７７３百万円 
 
⑧営業外損益の主な項目 
 平成１４年度上半期 平成１３年度上半期 増   減 
 受取利息 
受取配当金 
支払利息 

   １３１百万円 
 １，６７１百万円 
▲１，４６３百万円 

   １６６百万円 
   ９２３百万円 
▲１，４９５百万円 

 ▲３５百万円 
＋７４８百万円 
 ＋３２百万円 

金融収支 
貸倒引当繰入 
有価証券評価損 
有価証券売却益 
その他 

   ３３９百万円 
  ▲１６０百万円 
     ― 
    １１百万円 
   ２０９百万円 

  ▲４０６百万円 
  ▲４７６百万円 
     ― 
    ２８百万円 
   ２４４百万円 

＋７４５百万円 
＋３１６百万円 

     ― 
 ▲１７百万円 
 ▲３５百万円 

営 業 外 損 益 計    ３９９百万円   ▲６１０百万円 ＋１，００９百万円 
※ 受取配当金には、ユニー香港からの配当金６４６百万円を含んでいます。来期の予定はありません 
 
⑨特別利益の主なもの 
・投資有価証券売却益        ７７百万円 
・前期損益修正益         １３０百万円 
⑩特別損失の主なもの 
・固定資産処分損       １，６９３百万円（大田川店 542、橋本店 274、阿倉川店 97） 
・店舗閉鎖損           ６３９百万円（橋本店） 
・関係会社株式売却損       ３７９百万円（ユニー香港） 
・早期退職者退職金        ３３５百万円 
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⑪有利子負債の内訳 
 平成 15 年 2 月期中間 平 成 １ ４年 ２ 月 期  平成 14 年 2 月期中間 
ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ  
短 期 借 入 金 
長 期 借 入 金 
社 債 

 ４４，０００百万円 
  ６，１５０百万円 
 ９８，４３６百万円 
 ５０，０００百万円 

 ３１，０００百万円 
  ９，７０１百万円 
 ９８，８０２百万円 
 ６０，０００百万円        

 ５７，０００百万円 
 １３，８０３百万円 
 ８４，９６８百万円 
 ６０，０００百万円 

合 計 １９８，５８６百万円 １９９，５０３百万円 ２１５，７７１百万円 
※償還期限別社債残高 
・平成 15 年 4 月 30 日       １０，０００百万円   利率 2.025％ 
・平成 16 年 4 月 30 日        ５，０００百万円   利率 2.20％ 
・平成 16 年 12 月 24 日       １０，０００百万円   利率 2.15％ 
・平成 17 年 11 月 25 日        ５，０００百万円   利率 1.82％ 
・平成 18 年 3 月 10 日       １０，０００百万円   利率 2.26％ 
・平成 19 年 4 月 20 日        ５，０００百万円   利率 1.75％ 
・平成 22 年 4 月 20 日        ５，０００百万円   利率 2.13％ 
 
⑫配当について 
・中間配当金は、普通配当５円・特別配当３円の計８円とさせていただきます。 
 ※前中間期の配当金は８円 
 
⑬財政状況について 
 平成１４年度上半期 平成１３年度上半期 増     減 
総 資 産 
株 主 資 本 
株 主 資 本 比 率 

５１９，０６５百万円 
１３７，７５８百万円 
   ２６．５％ 

５２３，４７９百万円 
１４７，６２４百万円 
   ２８．２％ 

▲４，４１４百万円 
▲９，８６６百万円 
  ▲１．７％ 

 
⑭設備投資金額（工事ベース） 
 平成１４年度上半期 平成１３年度上半期 増     減 
先 行 投 資 
新 増 設 店 
既存店活性化投資 

    ３１億円 
    ４６億円 
    ５１億円 

    ４２億円 
     － 
   １１１億円 

  ▲１１億円 
  ＋４６億円 
  ▲６０億円 

計    １２８億円    １５３億円   ▲２５億円 
※支払ベースでは１０９億円（前期は３１３億円） 
 
 

＜その他参考資料＞ 
①期末店舗数及び売場面積 
 平 成 １ ４ 年 ８ 月 末  平 成 １ ３ 年 ８ 月 末  増   減 前 期 比 
店 舗 数 
売場面積 

１５８店 
１，２７１，６００㎡ 

１６０店 
１，２７７，３４５㎡ 

   ▲２店 
▲５，７４５㎡ 

   ― 
９９．６％ 

 
②タイプ別店舗数及び売上高                   ［単位：百万円］ 

平成１４年度上半期 平成１３年度上半期  
店舗数 売上高 構成比 店舗数 売上高 構成比 

 
前年比 

アピタタイプ 
ユニー・サンテラス 
ユーホーム 
生活創庫 
アピタ食品館 

７０ 
７６ 
１０ 
１ 
1 

216,882 
125,850 

8,188 
3,566 

708 

61.1% 
35.4% 

2.3% 
1.0% 
0.2% 

６８ 
７９ 
１０ 
２ 
１ 

219,021 
135,652 

7,656 
4,335 

721 

59.6% 
36.9% 
2.1％ 
1.2％ 
0.2％ 

99.0% 
92.8% 

106.9% 
82.3% 
98.2% 

合     計 １５８ 355,195 100% １６０ 367,385 100% 96.8% 
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③地域別店舗数及び売上高                      ［単位：百万円］ 
平成１４年度上半期 平成１３年度上半期  
店舗数 売 上 高 構成比 店舗数 売 上 高 構成比 

単純 
前年比 

既設 
前年比 

新潟県 
群馬県 
栃木県 
茨城県 
埼玉県 
千葉県 
東京都 
神奈川県 

２ 
６ 
２ 
５ 
６ 
４ 
１ 
１３ 

4,619 
12,066 

6,783 
7,963 

10,206 
11,073 
3,755 

24,604 

1.3% 
3.4% 
1.9% 
2.2% 
2.9% 
3.1% 
1.1% 
6.9% 

２ 
６ 
２ 
５ 
６ 
４ 
１ 
１４ 

4,562 
12,640 

6,624 
8,472 

10,215 
11,233 
4,439 

25,810 

1.2％ 
3.4％ 
1.8％ 
2.3％ 
2.8％ 
3.1％ 
1.2％ 
7.0％ 

101.2% 
95.5% 

102.4% 
94.0% 
99.9% 
98.6% 
84.6% 
95.3% 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

関東本部 ３９ 81,072 22.7% ４０ 83,995 22.8％ 96.5% 95.7% 
山梨県 
静岡県 

１ 
１５ 

3,751 
33,161 

1.1% 
9.3% 

１ 
１５ 

4,061 
33,153 

1.1％ 
9.0％ 

92.4% 
100.0% 

― 
― 

静岡本部 １６ 36,913 10.4% １６ 37,214 10.1％ 99.2% 92.7% 
愛知県 
岐阜県 
三重県 
長野県 

５９ 
１５ 
６ 
５ 

153,215 
27,476 
15,243 

9,942 

42.9% 
7.7% 
4.3% 
2.8% 

５９ 
１５ 
６ 
５ 

159,310 
28,097 
15,813 
10,489 

43.2％ 
7.6％ 
4.3％ 
2.8％ 

96.2% 
97.8% 
96.4% 
94.8% 

― 
― 
― 
― 

中京本部 ８５ 205,878 57.7% ８５ 213,709 57.9％ 96.3% 95.2% 
福井県 
石川県 
富山県 

６ 
４ 
８ 

9,685 
9,510 

13,742 

2.7% 
2.7% 
3.9% 

７ 
４ 
８ 

10,262 
9,187 

14,763 

2.7％ 
2.5％ 
4.0％ 

94.4% 
103.5% 
93.1% 

― 
― 
― 

北陸本部 １８ 32,938 9.2% １９ 34,212 9.2％ 96.3% 94.7% 
※合  計 １５８ 356,802 100.0% １６０ 369,138 100.0％ 96.7% 95.3％ 
※合計には、本社ほかの売上高が含まれている 
 
④期末従業員数 
 人   数 構 成 比 平均年齢 平均勤続年数 
社 
 
員 

男子 
女子 
計 

４，５３６(4,781) 
１，３４８(1,520) 
５，８８４(6,301) 

１７．８％(18.0%) 
 ５．３％( 5.7%) 
２３．１％(23.7%) 

４２．３(41.6) 
３４．７(33.6) 
４０．５(39.6) 

１９．８(19.1) 
１４．３(13.2) 
１８．６(17.6) 

特勤者 １９，６２１(20,261) ７６．９％(76.3%) 
合  計 ２５，５０５(26,562)  １００％ 

 
 

※特勤者は、嘱託社員・パートタイマー・キャリア社員の実人員 
※（  ）内は前年中間期 
 
⑤店舗別売上高ベスト１０             ［単位：百万円］ 
順位 店   名 売 上 高 前 年 比 直営売場面積 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 

アピタ港店 
アピタ阿久比店 
アピタ桑名店 
アピタ稲沢店 
アピタ長久手店 
アピタ名古屋南店 
ユニー一宮店 
アピタ向山店 
ユニー戸塚店 
アピタ緑店 

６，３４１ 
５，６４１ 
５，５８３ 
５，４１２ 
５，３５５ 
５，１９１ 
４，８５７ 
４，５５３ 
４，３９１ 
４，３８０ 

９５．０％ 
９３．１％ 
９７．８％ 
９９．６％ 
１０１．３％ 
９５．５％ 
９７．３％ 
９６．４％ 
１０１．１％ 
９５．９％ 

１１，９５３㎡ 
１５，８１７㎡ 
１０，０００㎡ 
１３，３２９㎡ 
１４，６８４㎡ 
 ９，３９５㎡ 
１２，７６４㎡ 
１０，７５３㎡ 
９，３８０㎡ 
９，３４１㎡ 
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⑥売場面積当り売上高・一人当り売上高の状況（期末売上高・期末従業員数基準） 
 平成１４年８月末 平成１３年８月末 増   減 
売場面積１㎡当り売上高 ２８０千円 ２８９千円 ▲９千円 
一人当り売上高 社 員 

特勤者含 
６０，６３９千円 
１３，９８９千円 

５８，５８４千円 
１３，８９７千円 

＋２，０５５千円 
＋９２千円 

 

２．通期（平成１５年２月期）の業績予想 
 平成１５年２月期 前 期 比 対前期増減率 
営業収益 
営業利益 
経常利益 
当期利益 

７４７，３００百万円 
 １５，７００百万円 
 １５，４００百万円 
  ６，８５０百万円 

▲２３，２９９百万円 
 ＋２，２６２百万円 
 ＋３，０５６百万円 
＋２４，６５７百万円 

  ９７．０％ 
 １１６．８％ 
 １２４．８％ 
    ― 

※下半期の既設店前年比は９６．０％を見込んでおり、通期では９５．６％と予想 
※下半期の荒利率は２４．０％（前年度下半期は２３．９％）を見込んでいます 
 
①平成１５年２月期予想の主な項目 
 平成１５年２月期予想  平成１４年２月期実績  前 年 比 
既 存 店 伸 長 率    ９５．６％    ９３．６％  ＋２．０％ 
営 業 収 益 ７４７，３００百万円 ７７０，５９９百万円  ９７．０％ 
荒 利 率 （ ％ ）    ２３．９％    ２３．６％  ＋０．３％ 
営 業 総 利 益 ２０１，０００百万円 ２０４，６９３百万円  ９８．２％ 
 人件費 

広告費 
改装費 
賃借料 
減価償却費 

８６，０００百万円 
１３，８００百万円 
１，４００百万円 
２６，０００百万円 
１６，７００百万円 

８８，４９６百万円 
１４，２３０百万円 
５８８百万円 

２８，３５６百万円 
１７，２８０百万円 

９７．２％ 
９７．０％ 
２３８．１％ 
９１．７％ 
９６．６％ 

営 業 費 計 １８５，３００百万円 １９１，２５５百万円 ９６．８％ 
営 業 利 益 １５，７００百万円 １３，４３７百万円 １１６．８％ 
金 融 収 支 
そ の 他 

▲ ３００百万円 
      ― 

▲９２８百万円 
▲１６５百万円 

    ― 
    ― 

経 常 利 益 １５，４００百万円 １２，３４４百万円 １２４．８％ 
税 前 利 益 １１，３００百万円 ▲３１，０５４百万円     ― 
当 期 利 益 ６，８５０百万円 ▲１７，８０７百万円     ― 
※平成１５年２月期特別損益の内訳 
・特別利益    １５億（閉店店舗の土地売却益等 12 億） 
・特別損失    ５６億（戸塚西口店・芥見店 13 億、大田川店・橋本店 16 億） 
※期末従業員予想 社員５，８５３名・特勤者１９，６５２名・計２５，５０５名 
 
②設備投資計画（工事ベース・経費除く） 
 平成１５年２月期予想  平成１４年２月期実績  増  減 
先 行 投 資 
新 増 設 店 
既存店活性化投資 
物 流 セ ン タ ー 

    ４４億円 
    ９６億円 
    ７２億円 
    ２０億円 

    ７６億円 
    １２億円 
   ２４５億円 
     － 

  ▲３２億円 
   ８４億円 
 ▲１７３億円 
   ２０億円 

計    ２３２億円    ３３３億円  ▲１０１億円 
※支払ベースでは２４２億円（前期は４７９億円） 
※物流センターは、愛知県海部郡弥富町に建設し、起工式は平成１４年１１月中旬、 
完成予定は平成１５年８月頃 
 ＜物流センターの概要＞敷地面積３８，８００㎡、延床面積４９，８００㎡（地上３階建て） 



 6

③資金計画の概要                          ［単位：億円］ 
 Ｈ15.2月期予定 Ｈ14.2月期実績 
支払ベース設備投資 1  ２４２ ４７９ 

 当期利益 2  ６９ ▲１７８ 
 税金調整 3  ▲３４ ▲１９０ 
 配当金・役員賞与 4  ▲３１ ▲３０ 
減価償却 5  １６７ １７３ 
退職給付引当金 6  １２ ３９４ 

 

除却損等（簿価分） 7  ４９ １７ 
     計 8 2+3+4+5+6+7 ２３２ １８５ 
預り保証金 9  ▲１７ ▲１１ 
長期借入金 1 0  ８０ １３８ 
社債＆転換社債 1 1  ▲１００ ― 

 

差入保証金戻り 1 2  ５７ １５１ 
   合  計 1 3 8+9+10+11+12 ２５１ ４６３ 
過 不 足（▲不足） 1 4 13-1 ９ ▲１６ 

 
④下半期新設及び増床店舗（平成１４年１０月現在） 
 店  名 所 在 地 開閉店日 店舗面積 平成 1 3 年下半期  
新設店舗 アピタ東海荒尾店 愛知県東海市 14.10.24 12,462㎡ ありません 
増床店舗 ユニー阿倉川店 三重県四日市市 14.9.19 3,532㎡ アピタ松任店 
閉店及び 
閉店予定 
店 舗 

 

ユニー芥見店 
ユニー戸塚西口店 
ユニー藤枝白子店 
アピタ一宮店 
※ユニー千代田橋店 

岐阜県岐阜市 
横浜市戸塚区 
静岡県藤枝市 
愛知県一宮市 
名古屋市千種区 

14.9.29 
15.1.10 
15.2.16 
15.2.16 
15.2.16 

3,300㎡ 
863 ㎡ 

3,975㎡ 
7,123㎡ 
9,163㎡ 

生活創庫福井店 
ユニー富士宮大宮店 

※ユニー千代田橋店の閉店は、建替増床工事によるものです 
※上記大型店のほかに、食品スーパー ラ フーズコアの開店を予定しています 
 
 

３．平成１６年２月期について 

①新設予定店舗 
 店   名 所 在 地 店舗面積 開店予定 総投資額 
新設店舗 アピタ・ユーホーム新潟西店 

アピタ・ユーホーム大和郡山店 
新潟県新潟市 
奈良県大和郡山店 

29,436㎡ 
30,303㎡ 

15.4月頃 
15 年下期 

５３億 
５３億 

※店舗面積は、大店立地法の物販面積（直営＋物販テナント） 
※閉店店舗は５～７店程度 
 
②資金計画の概要            ［単位：億円］ 
 平成１６年２月期 
支払いベース設備投資 1  ２７０ 
内部留保計 2  ２１２ 
預り保証金 3  ▲１０ 
長期借入金 4  １１５ 
社債＆転換社債 5  ▲１００ 
差入保証金戻り 6  ５２ 
長期貸付金戻り等 7  ― 

調 
 
 
 
 
達 

合     計 8 2+3+4+5+6+7 ２６９ 
  過不足（▲不足） 9 8-1 ▲１ 
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４．連結決算 
①連結決算 上半期の業績 
 平成１５年２月期中間 前 期 比 対前年中間期増減率 
営業収益 
営業利益 
経常利益 
当期利益 

５８２，９４０百万円 
 ２６，１２０百万円 
 ２４，７４５百万円 
  ６，２２２百万円 

▲７，５１５百万円 
＋２，４４３百万円 
＋２，４９３百万円 
＋１３，０３６百万円 

   ▲１．３％ 
  ＋１０．３％ 
  ＋１１．２％ 
      ― 

※少数株主帰属利益は、４，７２４百万円（前中間期は 3,167百万円、＋４９．２％） 
※連結中間期における営業収益の過去最高は、590,455 百万円（平成 14 年 2 月期中間）です 
※連結中間期における過去最高利益は、営業利益 26,120百万円（平成 15 年 2 月期中間）、 
                  経常利益 24,745百万円（平成 15 年 2 月期中間）、 
                  当期利益 6,387百万円（平成 11 年 2 月期中間）です 
 
②セグメント別の主な個別会社の情報（特勤者＝嘱託社員＋パート＜換算＞＋アルバイト＜換算＞） 
総合小売業                       ［単位：百万円］ 
 ユニー ユーストア ユニー香港 
営業収益（前年比） 371,739(▲3.3) 73,225(＋2.8) 6,618(＋9.2) 
直営売上高（前年比） 356,802(▲3.3) 70,185(＋2.7) 6,597(＋9.2) 
期末店舗数 １５８店 ６５店 １店 
 期中開店店舗数 ２店 ２店      ― 
 期中閉店店舗数 ２店      ―      ― 
期中開店店舗の売場面積 23,041㎡ 5,308㎡      ― 
期末売場面積 1,271,600㎡ 307,156 ㎡ 16,460㎡ 
期末社員 5,884人 964 人 349 人 
期中平均特勤者 18,424人 3,576人 87 人 

 
コンビニエンスストア                 ［単位：百万円］ 
 Ｃ＆Ｓ連結 サークルＫ サンクスＡＡ 
営業収益（前年比） 80,956(―) 47,689(＋1.6) 33,266(＋4.9) 
直営売上高（前年比） 23,636(―) 18,369(▲2.5) 5,267(＋12.7) 
期末店舗数     ― ２，９１２店 ３，１６４店 
①直営     ― ２６０店 ６３店 
②フランチャイジー     ― ２，３９７店 ２，１３０店 
③エリアフランチャイザー     ― ２５５店 ９７１店 
期末社員 1,957人 962 人 969 人 
期中平均特勤者 306 人 211 人 95 人 
※コンビニの特勤者は、本社オフィスのみで、直営店は含まない 
 
専門店                                ［単位：百万円］ 
 さが美 パレモ モリエ ラフォックス 
営業収益（前年比） 26,672(▲3.2) 13,372(＋6.4) 4,830(▲1.2) 1,118(▲6.8) 
売上高（前年比） 26,458(▲3.2) 13,222(＋6.3) 4,715(▲1.1) 1,108(▲6.8) 
期末店舗数 ３６７店 ３８０店 １５４店 １７店 
 期中開店店舗数 １７店 ２６店 ６店 ― 
 期中閉店店舗数 ９店 ２０店 ２店 ― 
期中開店店舗の売場面積 2,660㎡ 3,846㎡ 673 ㎡ ― 
期末売場面積 48,500㎡ 59,270 ㎡ 19,112㎡ 9,810㎡ 
期末社員 858 人 153 人 40 人 32 人 
期中平均特勤者 1,402人 1,538人 639 人 101 人 
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③連結決算 販管費の主な項目 
 平成１５年２月期中間 平成１４年２月期中間 前 年 比 
人 件 費 
広 告 費 
賃 借 料 
減 価 償 却 費 
連結調整勘定償却 

 ７２，２３１百万円 
 １４，７０７百万円 
 ３８，８３１百万円 
 １４，９２５百万円 
    ７５８百万円 

 ７３，６２０百万円 
 １３，７７１百万円 
 ３７，６７８百万円 
 １５，３４５百万円 
    ７４８百万円 

 ▲１．９％ 
 ＋６．８％ 
 ＋３．１％ 
 ▲２．７％ 
 ＋１．３％ 

販 管 費 計 １８１，２６１百万円 １８２，３０１百万円  ▲０．６％ 
 
④連結決算 営業外収益の主なもの 
 平成１５年２月期中間 平成１４年２月期中間 増 減 
受 取 利 息 ２９７百万円 ３９７百万円 ▲１００百万円 
受 取 配 当 金 １４２百万円 １３０百万円 ＋１２百万円 
有 価 証 券 売 却 益 １１百万円 ２９百万円 ▲１８百万円 
持分法による投資利益 １２１百万円 ７７百万円 ＋４４百万円 
そ の 他 ８３７百万円 ９３３百万円 ▲９６百万円 

計 １，４０８百万円 １，５６６百万円 ▲１５８百万円 
 
⑤連結決算 営業外費用の主なもの 
 平成１５年２月期中間 平成１４年２月期中間 増 減 
支 払 利 息 １，８０２百万円 １，８５６百万円 ▲５４百万円 
そ の 他 ９８１百万円 １，１３４百万円 ▲１５３百万円 

計 ２，７８３百万円 ２，９９０百万円 ▲２０７百万円 
 
⑥連結決算 特別利益の主な項目 
・貸倒引当金戻入額    ２５９百万円 
・前期損益修正益     １３０百万円 
 
⑦連結決算 特別損失の主なもの 
・固定資産処分損   ２，２０９百万円 
・店舗閉鎖損       ６５５百万円 
・早期退職者退職金    ５８７百万円 
 
⑧連結決算 有利子負債の内訳 
 平成１５年２月期中間  平 成 １ ４ 年 ２ 月 期  平成１４年２月期中間  
ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ  
短 期 借 入 金 
長 期 借 入 金 
社 債 

 ４４，０００百万円 
 ２０，８２０百万円 
１３１，０９１百万円 
 ５５，０００百万円 

 ３１，０００百万円 
 ２５，００５百万円 
１２８，２０２百万円 
 ６８，０００百万円 

 ５７，０００百万円 
 ２７，０６５百万円 
１１２，８６８百万円 
 ６８，０００百万円 

合 計 ２５０，９１１百万円 ２５２，２０７百万円 ２６４，９３３百万円 
 
⑨連結決算 業績予想 
 平 成 １ ５ 年 ２ 月 期 前 期 比 対前期増減率 
営 業 収 益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

１，１６６，０００百万円 
   ４９，０００百万円 
   ４５，８００百万円 
   １２，８００百万円 

▲１５，２２０百万円 
 ＋３，８１０百万円 
 ＋３，８２０百万円 
＋２９，８４０百万円 

 ▲１．３％ 
 ＋８．４％ 
 ＋９．１％ 
    ― 
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⑩連結決算 設備投資実績及び予想 
 平成１５年２月期中間 平成１５年２月期予想 
設 備 投 資 
減価償却費 

   ２５４億円 
   １４９億円 

   ４７６億円 
   ３２９億円 

 
⑪主要子会社の総資産及び借入金                    ［単位：百万円］ 
 総資産 借入金 

及び社債 
株主資本 ユニーから

の借入金 
有価証券 
含み損益 

ユニー㈱ 
持株比率 

ユニー 519,065 198,586 137,758 ― 4,880 ― 
ユーストア 80,919 13,375 41,031 ― 1,164 64.24 
ユニー香港 2,026 ― 711 ― ― 100.00 
シーアンドエス連結 
 サークルケイ・Ｊ 
 サンクスＡＡ 

201,939 
106,584 

82,008 

― 
― 

5,300 

― 
― 

35,233 

― 
― 
― 

― 
1,081 

38 

46.70 
― 
― 

さが美 48,433 3,600 28,992 ― 113 53.81 
パレモ 12,140 4,630 1,960 ― 5 86.02 
モリエ 4,468 2,150 54 2,150 ― 96.25 
ラフォックス 1,416 1,688 ▲918 1,688 ― 100.00 
ユニーカードサービス 45,654 25,663 2,293 ― ― 98.67 
青木ケ原高原開発 8,784 10,856 ▲2,336 ― ― 75.35 
※青木ケ原高原開発の借入金及び社債は、預り保証金 
※子会社・関連会社への保証債務としては、ＵＩＦ（NETHERLANDS）に対し１８９百万円、 
 ㈱足利モールに対し３３５百万円、㈱ユニーカードサービス２，０００百万円がある 
※ユニー㈱持株比率は間接所有も含む 
 
⑫主要企業の業績及び業績予想                        ［単位：百万円］ 
 営業収益 

（前期比％） 
経常利益 
（前期比％） 

当期利益 
（前期比％） 

期末 
店舗数 

投資額 

14／8 中 
13／8 中 

371,739(▲3.3) 
384,242(＋3.0) 

 7,892(＋62.5) 
 4,855(＋27.0) 

 3,022(―) 
▲8,325(―) 

１５８ 
１６０ 

１２８億 
１５３億 

 
ユニー 

１５／２ 
１４／２ 

747,300(▲3.0) 
770,598(▲1.3) 

15,400(＋24.8) 
12,344(＋178.1) 

  6,850(―) 
▲17,807(―) 

１５４ 
１５８ 

２３２億 
３３３億 

14／8 中 
13／8 中 

 73,225(＋2.8) 
 71,257(＋6.0) 

 2,061(＋32.9) 
 1,551(＋35.1) 

  1,173(―) 
▲97(―) 

６５ 
６３ 

１５億 
16.4億 

 
ユ ー 
ストア １５／２ 

１４／２ 
146,500(＋1.7) 
144,092(＋2.4) 

 4,500(＋9.1) 
 4,124(＋89.3) 

2,500(＋581.1) 
 367(▲69.2) 

６６ 
６３ 

２２億 
18.4億 

14／5 中 
13／5 中 

 6,618(＋9.2) 
 6,061(▲5.8) 

  278(▲8.9) 
  305(▲29.8) 

 244(▲20.1) 
 305(▲29.4) 

１ 
１ 

0.9億 
0.5億 

 
総 
 
合 
 
小 
 
売 
 
業 
 

 
ユニー
香 港 １４／11 

１３／11 
 12,958(＋1.3) 
 12,795(＋4.1) 

  347(▲39.9) 
  577(▲16.3) 

 291(▲41.2) 
 495(▲24.2) 

１ 
１ 

１億 
0.8億 
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 営業収益 
（前期比％） 

経常利益 
（前期比％） 

当期利益 
（前期比％） 

期末 
店舗数 

投資額 

14／8 中 
13／8 中 

 80,956(＋2.9) 
 78,658(―) 

14,227(▲2.4) 
14,571(―) 

7,262(▲6.1) 
7,734(―) 

― 
― 

― 
― 

 
Ｃ＆Ｓ 
連 結 １５／２ 

１４／２ 
157,500(＋2.3) 
153,889(―) 

24,300(＋3.9) 
23,378(―) 

12,300(＋8.8) 
11,304(―) 

― 
― 

― 
― 

14／8 中 
13／8 中 

 47,689(＋1.6) 
 46,932(＋4.9) 

 8,125(▲3.5) 
 8,417(＋13.1) 

  ―(―) 
  ―(―) 

2,912 
2,762 

６０億 
７８億 

 
サーク

ルＫ・Ｊ １５／２ 
１４／２ 

 92,400(＋1.0) 
 91,462(＋4.0) 

14,000(＋2.5) 
13,654(＋4.4) 

 7,650(＋1.8) 
 7,513(＋45.4) 

2,978 
2,828 
１０８億 
135.8億 

14／8 中 
13／8 中 

 33,266(＋4.9) 
 31,725(＋13.6) 

 6,510(▲6.0) 
 6,925(＋10.2) 

  ―(―) 
  ―(―) 

3,164 
2,968 

４０億 
４５億 

 
Ｃ 
 
 
 
Ｖ 
 
 
 
Ｓ 

 
サンク
スＡＡ １５／２ 

１４／２ 
 65,100(＋4.3) 
 62,427(＋13.3) 

11,200(＋3.1) 
10,862(＋5.7) 

 5,590(＋13.6) 
 4,919(＋27.2) 

3,286 
3,066 

９６億 
96.2億 

14／8 中 
13／8 中 

 26,672(▲3.2) 
 27,549(▲0.6) 

   771(＋14.5) 
   673(＋9.6) 

   2 4 1(―) 
▲2,404(―) 

３６７ 
３６３ 

3.9億 
1.3億 

 
さが美 

１５／２ 
１４／２ 

 54,000(▲2.3) 
 55,295(▲3.3) 

 1,600(＋20.5) 
 1,327(▲12.7) 

   600(―) 
▲4,278(―) 

３７２ 
３５９ 

6.5億 
10.4億 

14／8 中 
13／8 中 

 13,372(＋6.4) 
 12,571(＋3.0) 

   592(＋24.9) 
   474(▲27.2) 

261(―) 
 ▲57(―) 

３８０ 
３７３ 

5.4億 
2.1億 

 
パレモ 

１５／２ 
１４／２ 

 25,873(＋5.2) 
 24,602(＋3.1) 

   743(＋23.4) 
   602(▲12.4) 

 290(―) 
▲317(－) 

３９２ 
３７４ 

8.4億 
4.9億 

14／8 中 
13／8 中 

 4,830(▲1.2) 
  4,890(＋7.0) 

 ▲19(―) 
  ▲30(―) 

 ▲46(―) 
▲201(―) 

１５４ 
１４８ 

0.9億 
1.1億 

 
モリエ 

１５／２ 
１４／２ 

 10,263(＋0.5) 
 10,208(＋7.1) 

   160(＋6.0) 
   151(＋41.7) 

  48(―) 
▲249(―) 

１５５ 
１５０ 

2.7億 
2.5億 

14／8 中 
13／8 中 

 1,118(▲6.8) 
  1,199(▲21.5) 

 ▲50(―) 
  ▲30(―) 

 ▲52(―) 
▲172(―) 

１７ 
１７ 

0.1億 
― 

 
 
 
専 
 
 
 
門 
 
 
 
店 

 
ラフォ
ックス １５／２ 

１４／２ 
 2,398(▲4.6) 
  2,514(▲18.6) 

    17 (＋1700) 
     1 (―) 

  0(―) 
▲265(―) 

１６ 
１７ 

0.3億 
0.3億 

14／8 中 
13／8 中 

 4,169(＋17.0) 
  3,562(＋8.4) 

   436(＋273.1) 
   117(▲74.1) 

 239(＋4680) 
    5 (▲97.9) 

― 
― 

― 
― 

ユニー 
カード 
ｻｰﾋﾞｽ １５／２ 

１４／２ 
  8,817(＋19.5) 
  7,376(▲0.3) 

   935(＋105.9) 
   454(▲56.1) 

 514(＋283.6) 
  134(▲76.4) 

― 
― 

― 
― 

14／8 中 
13／8 中 

    460(▲6.3) 
    491(＋85.3) 

    94 (▲13.0) 
   108(―) 

   93(＋27.4) 
   73(―) 

― 
― 

― 
― 

 
そ 
 
の 
 
他 
青木ケ
原高原 
開 発 １５／２ 

１４／２ 
    645(▲4.7) 
    677(▲8.4) 

    49 (▲26.9) 
    67 (―) 

   49(―) 
  ▲3(―) 

― 
― 

― 
― 

※投資額（工事ベース・経費除く）のうち、１５年２月期は投資予想額 
※ユニー香港は、実績については期中平均レート換算、予想については１４年８月中の期中平均レート換算 
※シーアンドエス（サークルＫ・サンクスＡＡ）の店舗数には、エリアＦＣを含む 
 


